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外部調査委員会調査報告書公表に関するお知らせ 

  

当社は、2020年12月14日付「外部調査委員会調査報告書受領に関するお知らせ」に記載のとおり、同日、

外部調査委員会より資金流用の疑義並びに仕入先及び売上先を利用した原価付替の疑義に関する調査報告書

を受領し、同日以降、個人情報、機密情報保護等の観点から必要な部分的非開示措置について検討しており

ましたが、外部調査委員会ご了解のもと、本日、部分的非開示措置を完了いたしましたので、別紙のとおり、

調査結果を公表いたします。 

 

外部調査委員会の調査結果に基づく影響額につきましては、本日付「社内調査チームによる調査結果に関

するお知らせ」に記載の社内調査チームの調査結果に基づくものと併せて、本日開示する予定です。 

 

 また、当社は、現在、納品実体のない取引に関する再発防止に取り組んでおりますが、このような不適切

な事案が繰り返し発生していることから、別紙の外部調査委員会調査報告書における外部調査委員会の提言

も踏まえ、当社のガバナンス及び企業文化等のより一層の改革を目的として、外部有識者で構成される「ガ

バナンス・企業文化改革委員会」を設置する予定です。 

 

株主・投資家の皆様及びお取引先をはじめ関係者の皆様には、多大なるご迷惑とご心配をおかけいたしま

すことを深くお詫び申し上げます。 

 

以上 
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主な略語一覧

ネットワンシステムズ株式会社外部調査委員会 当委員会

ネ ットワンシステムズ株式会社 NOS

ネットワンシステムズ株式会社の東日本第 1事業本部

第 1営業部第 1チーム
第 1チーム

A氏

及 び

をエンドユーザーとする

案

件

案件 1

をエンドユーザーとする

案件

案件 2

株式会 仕入先 b社

プライベー トカンパ

ニーXl社、又は Xl

社

式会社 仕入先 c社

株式会 プライベー トカンパ

ニーX2社、又は X2

社

氏 B氏

正式名称・用語の意味等 拇各語
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H氏 C氏

をエンドユーザーとする

案件

案件 3

株式会社■■ 売上先 d社

株式会社■■■■ 仕入先 e社
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第 1 本調査の概要

1 外部調査委員会の設置経緯等

NOSは、2019年 11月 14日 、東京国税局による税務調査の過程で、一部

取引について納品の事実が確認できない取引がある旨の疑義があるとの指

摘を受けたことを端緒に、同年 12月 13日 から 2020年 3月 11日 まで特別

調査委員会
1(以

下 「2019年設置調査委員会」 とい う。)に よる調査を実

施 し、同月 12日 に 2019年設置調査委員会から「納品実体のない取引に関

する調査最終報告書」 (以下 「2020年 3月 付調査報告書」 とい う。)を受

領 した。

その後、

は、同年 10月

22日 、外部機関αからの指摘により、①A氏が、案件 1において、仕入先
の仕入先 b社との間で、発注額が実際の機器や役務と比較して過大な金額
である取引 (以下、このような取引を「水増し取引」といい、水増し取引
に係る発注を「水増し発注」という。)を行うことにより、NOSの資金を

仕入先 b社に対し不正に流出させ、かつ、仕入先 b社をして当該資金の全

部又は一部をA氏のプライベー トカンパニーに流入させた疑義、及び②A氏

が、案件 2において、仕入先の仕入先 c社との間で、実際の機器の納入や

役務の提供等を伴わない敗引 (以下、このような取引を「架空取引」とい
い、架空取引に係る発注を「架空発注」という。)を行 うことにより、
NOSの資金を仕入先 c社に対し不正に流出させ、かつ、仕入先 c社及び第
二者をして当該資金の一部を A氏のプライベー トカンパニーに流入させた

疑義 (以 下、①の案件及び②の案件を併せて「甲事案」という。)を認識
した。
NOSは、かかる指摘を踏まえ、社内調査を行ったところ、甲事案におけ

る不正流出の疑義が相当程度高まったことから、甲事案の事実関係の調査、

甲事案の類似案件の調査等を目的として、同年 11月 2日 開催の取締役会に

おいて、NOSと 利害関係を有しない外部専門家のみを委員とする外部調査

委員会の設置を決定した。
また、NOSは 、同年 10月 31日 、C氏からの説明を端緒として、C氏が、

案件 3において、NOSの売上先である売上先 d社に「リスク費」
2を

保留す
るスキームを利用し、当該 「リスク費」を当該案件以外の案件の費用の支

払に使用することにより原価付替を行つたとの疑義 (以下「乙事案」とい

う。)を認識した。
NOSは、乙事案の調査を進めていたが、A氏が、甲事案においてNOSの資

12019年 12月 13日 に設置された、演邦久弁護士を委員長とするNOSの特別調査委員会
2本

報告書において 「リスク費」又は 「プール金」とは、ある案件 (た だし、他の案件も

対象 とされる場合もある。)において追加の費用が発生した場合に備え、あらかじめ仕
入先又は売上先に保留される資金を指す。
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金を仕入先に流出させ、更にそれを自己のプライベー トカンパニーに流入

させたのは、「リスク費」を NOS社外に保留し、追加発注等が生じた場合

に使用する目的であった (すなわち、原価付替を行 う目的であった)と 説

明していたことも踏まえ、同年 11月 16日 、当委員会に紺する委口属事項に、

乙事案の事実関係の調査、並びに甲事案又は乙事案と類似する原価付替の

疑義の調査を追加するとともに、会計処理に専門的な知識を有する委員と

して、NOSと利害関係を有しない公認会計± 3名 を当委員会の委員に追加

した。

2 当委員会への委嘱事項

NOSの 当委員会に姑する委嘱事項は以下のとお りである。

① 甲事案及び乙事案に係る事実関係の調査

② 甲事案又は乙事案に類似する事象の有無の調査

③ 甲事案又は乙事案が事実であることが判明した場合、必要に応じ、

その原因の究明及び再発防止策の提言

④ 上記各号の委嘱事項を遂行した結果に基づく調査報告書の作成、及

びその調査報告書のNOSへの提出

⑤ その他、当委員会が必要と認めた事項

3 当委員会の構成と調査体制

当委員会の構成は、以下のとお りである。

委員長 本村  健 岩田合同法律事務所 弁護士

委 員 和田 芳幸 和国会計事務所 公認会計士

委 員 近藤  弘 株式会社クリフィックス FAS 公認会計士

委 員 長谷川紘之 片岡総合法律事務所 弁護士

委 員 山田 勝也 株式会社 G&Sゾ リューションズ 公認会計士

委 員 冨田 雄介 岩田合同法律事務所 弁護士

当委員会は、委嘱事項に関する調査 (以下 「本調査」 とい う。)を実施

するに際して、後記の弁護± 12名 (米国ニューヨーク州弁護± 1名 を含

む。)、 公認会計± 12名 、その他パラリーガル・スタッフ等 6名 を調査補

助者 として任命 し、本調査の補助に当たらせた。
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なお、当委員会の委員及び調査補助者はいずれも日本弁護士連合会によ

る 「企業等不祥事における第二者委員会ガイ ドライン」 (2010月 7月 15日

公表、2010年 12月 17日 改訂)(以 下「日弁連ガイ ドライン」とい う。 )

に準拠 して選任 されてお り、NOS並びにその連結子会社及び非連結子会社

(以下 「NOSグループ」 とい う。)と 何 らの利害関係を有 していない。

岩田合同法律事務所 弁護士 唐澤 新

弁護士 齋藤 弘樹

弁護士 山名 淳一

弁護士 堀 譲

弁護士 堀 優夏

弁護士 福地 拓己

米国ニューヨーク州弁護士 sander Cohen
パラリーガル・スタンフ等 岡本有平、塩野由

姫、鈴木梨奈、土井真波、水尾麻理絵

片岡総合法律事務所 弁護士

弁護士

弁護士

弁護士

弁護士

福田

柳原

山根

中里

宜保

隆行

悠輝

祐輔

拓也

茉利子

公認会計士チーム 公認会計士 山口 満

(CPAパー トナーズ株式会社 )

公認会計士 片岡 宏介

(CPAパー トナーズ株式会社 )

公認会計士 辻本 真介

(株式会社クリフィックス FAS)

公認会計士 神原 大樹

(株式会社クリフィンクス FAS)

公認会計士 高木 明

(高木公認会計士事務所 )

公認会計士 萩原 正也

(CPAコ ンサルティング株式会社 )

公認会計士 日高 康輝

(日 高康輝公認会計士 。税理士事務所 )

公認会計士 細川 泰弘

(フ ォワー ドコンサルティング株式会社 )

公認会計士 吉田 圭太

(吉 日圭太公認会計士事務所 )

公認会計士 渡部 亮

(渡部亮公認会計士事務所 )
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公認会計士 小池 赳司

シニアアンシエイ ト 林 美雪

株式会社 foxcale

他 1名

さらに、当委員会は、関係する資料及びデータの収集・整理 。当委員会
への提供、ヒアリング対象者への連絡、日程調整その他本調査に関する事

務のため、NOSの従業員 19名 を当委員会の事務局として選任し、これらの

事務に当たらせた。

4 当委員会の独立性及び調査の実効性確保措置

NOSは、2021年 3月 期第 2四 半期決算を控え、迅速な調査及び NOSと の

間の緊密な情報連携が必要となることから、当委員会について、日弁連ガ

イ ドラインに基づく第二者委員会の形態は採用していない。もつとも、当

委員会は、日弁連ガイ ドラインの趣旨を最大限に尊重し、当委員会の委員

を NOSグループから独立性を有する外部専門家のみで構成するとともに、

概略、以下の事項をNOSと 合意した。

① NOSは、当委員会に対して、NOSが所有するあらゆる資料、情報、役

職員へのアクセスを保障すること。また、NOSは、NOSの子会社、役

職員の支配する会社、取引先その他一切の関係先等についても同様

のアクセスが保障されるよう最大限努力すること

② 当委員会が必要と判断したときは、当委員会の委員は、NOSの取締

役会に出席し、又は監査役に対し直接意見を述べ、かつ、当該意見

に関し取締役・監査役の意見を求めることができること

③ NOSは、当委員会から求めがあった場合、遅滞なく、NOSの役員、従

業員等に対して、当委員会による調査及び情報提供の要請に射する

優先的な協力を業務上の義務として命じ、これを周知、徹底しなけ

ればならないこと

④ 当委員会の委員は、当委員会を通じて、必要に応じて NOSの費用で、

デジタル調査の専門家等の各種専門家を選任し、本調査及び答申そ

の他当委員会の活動への協力を求めることができること

⑤ NOSは、当委員会の求めがある場合には、適切な人数の従業員等に

よる事務局を設置すること。また、事務局は当委員会に直属するも

のとし、事務局担当者とNOSと の間で情報隔壁を設けること

⑥ 当委員会による調査報告書等の起案権の一切は、当委員会に帰属す

ること

⑦ 当委員会は、調査により判明した事実及びその評価を、NOSの現経

営陣に不利になると考えられる場合であっても、調査報告書等に記
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載することができること

③ 当委員会の活動に姑 し、NOSの役職員及びその他の者による妨害行

為等があると認められた場合には、当委員会の委員は、当委員会を

通 じて、当委員会が必要 と認める事項を、調査報告書等に記載する

ことができ、また、NOSに対 して、NOSのホームページにおいてプレ

ス リリースすることを求めることができること

5 本調査の概要

(1)調査対象

本調査の対象は後記アないし工の事項 (以 下「調査対象事項」とい

う。)である。もつとも、後記ウ及び工の甲事案又は乙事案の類似案件
の調査については、NOSの財務諸表への影響を確定する必要性を踏まえ、
直近 5年間における取引を重点的に調査する観点から 2015年 4月 から
2020年 11月 までを基本的な調査期間として設定するとともに (ただし、
必要に応じてそれ以前の期間に遡つて調査を実施している。)、 NOSの
財務諸表への影響を加味し、調査封象を決定した。また、NOSにおいて

は、2013年 2月 4日 設置の特別調査委員会による調査、2013年 12月 2

日に開始された■■■■法律事務所による調査、2019年設置調査委員会
による調査 (NOSが仕入先 e社又は仕入先 b社と行っていた取引に関す
る調査を含む。)、 並びに 内調査等が既に実施 され、

又は実施中であったことから、これ らの社外調査又は社内調査等の対象

となつた案件については、後記 ウ及び工の甲事案又は乙事案の類似案件
の調査の対象外 とすることとした。

ア 甲事案

甲事案は、①A氏が、案件 1において、仕入先 b社との間で水増し

取引を行うことによりNOSの資金を仕入先 b社に対し不正に流出させ、
かつ、仕入先 b社をして当該資金の全部又は一部を A氏のプライベー

トカンパニーに流入させたとの疑義が認められた案件、及び②A氏が、
案件 2において、仕入先の仕入先 c社との間で架空取引を行うことに
よりNOSの資金を仕入先 c社に対し不正に流出させ、かつ、仕入先 c

社及び第二者をして当該資金の一部を A氏のプライベー トカンパニー

に流入させたとの疑義が認められた案件である。
また、案件1は、■■■ (以下「エンドユーザーa」 という。)が入

札の手続を実施し、落札者に対しシステム設計、機器納入、システム

構築、一定期間の保守業務等をまとめて一括で委託する取引 (以 下、
このような取引を「複合取引」という。)の案件であるが、当委員会
は、甲事案の調査の過程で、A氏が、役務費用とすべき原価を機器費
用又は保守費用に付け替えたり、保守費用とすべき原価を機器費用に

付け替えたりしたとの疑義を認識した。そこで、当委員会は、かかる
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疑義の調査についても、本調査の対象 とすることとした。

イ 乙事案
乙事案は、C氏が、 (以下「エンドユーザーf」 という。)

をエンドユーザーとする案件 3において、NOSの売上先である売上先 d

社イこ「リスク費」を保留するスキームを利用し、当該 「リスク費」を

当該案件以外の案件の費用の支払に使用することにより原価付替を行

ったとの疑義が認められた案件である。

ウ 甲事案の類似案件

前記アのとお り、甲事案においては、A氏が、仕入先 との間で架空

取引又は水増 し取引を行 うことにより NOSの資金を不正に流出させ、

これを A氏のプライベー トカンパニーに流出させることにより不当に

利得を得たとの疑義が生 じていた ところ、本調査の当初の段階におい

ては、A氏は、これ らの取引を行つたのは、 「リスク費」を仕入先に

保留 し、追加発注等が生 じた場合に使用する目的であつた (すなわち、

原価付替を行 う目的であった)と 説明 していた。

そこで、当委員会は、NOS又はネ ッ トワンパー トナーズ株式会社

(以下、NOSと 併せて 「NOS等」とい う。)の役職員が、仕入先 との間

の架空取引又は水増 し取引を利用 して NOS等の資金を不正に流出させ、

これにより利益を得る行為又は原価付替を行 う行為を、甲事案の類似

案件 として調査を行 うこととした。

また、前記アのとお り、甲事案においては、複合取引における原価

付替の疑義が生 じたことか ら、当委員会は、NOS等 の役職員が複合取

引において原価付替を行 う行為も甲事案の類似案件 として調査を行 う

こととした。

工 乙事案の類似案件

前記イのとおり、乙事案においては、C氏が、NOSの売上先であるリ

ース会社に「リスク費」を保留するスキームを利用して原価付替を行

ったとの疑義が生じていたため、当委員会は、NOS等の役職員が、リ

ース会社に「リスク費」を保留するスキームを利用して、これにより

原価付替を行う行為又は利益を得る行為を、乙事案の類似案件として

調査を行うこととした。

似)本調査の実施期間

当委員会は、当委員会が設置された 2020年 11月 2日 から同年 12月 13

日まで本調査を実施 した。当委員会は、本調査の実施に当た り、別紙第

1・ 5(2)の とお り合計 13回の委員会を開催するとともに、正式な委員会

以外にも、委員、調査補助者 との間で多数回にわた り協議を行つた。
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13)調査方法

当委員会は、調査封象事項を解明するため、以下の調査方法を採用し

た。

ア 関係者に姑するヒアリング

当委員会は、NOS及び取引先の役職員 (退職者を含む。)を対象
に、面談又は WEB会議の方式により、59回のヒアリングを行った。当
委員会がヒアリングを行った人物及び実施日は別紙第 1・ 5(3)ア の1の

とおりであり、また、かかるヒアリングを踏まえ当委員会において甲
事案又は乙事案の類似案件の可能性があるものとして実施したフォロ

ーアップ調査の内容は別紙第 1・ 5(3)ア の 2の とおりである。

イ 関係資料の精査

当委員会は、必要に応じて、NOS及び関係者に対して、調査対象事

項に関係すると当委員会が考える関係資料 (電子媒体のものも含
む。)の開示を依頼し、開示を受けた関係資料についてその内容を精
査した。当委員会が精査した関係資料とは、①契約書、見積書、注文
書、請求書等の取引帳票、②案件受注、仕入れ、支払等の業務プロセ
スに関する資料、③仕入先 。売上先別取引データ、④預金口座出入金
記録、クレジットカード利用明細、税務申告書等である。

ウ メールデータのレビュー

当委員会は、NOSの役職員 (退職者を含む。)の うち 15名 の対象者
について、サーバに保管されていたメールアーカイブからメールデー

タを保全した上で、キーワー ドによる検索を行い、該当したメールデ
ータについて分析を行った。なお、メールデータを保全した対象者、
メールデータの分析を行った封象期間等は別紙第 1・ 5(3)ウ の 1の と

おりであり、その分析の結果は別紙第 1・ 5(3)ウ の 2及び別紙第 1・

5(3)ウ の 3の とおりである。

工 社内アンケー ト

当委員会は、2020年 H月 19日 から同月 25日 までの間に、NOS等の

事業本部所属の営業職、技術職及び企画事務職を対象 としたアンケー

ト調査を実施 し、調査対象事項に関する事実その他不適切な取引又は

行為の有無及び内容について、取引又は行為の時期を問わず、広 く情

報提供を求めた。当委員会は、別紙第 1・ 5(3)工 の 1の 1の アンケー

トを合計 1308名 に発送 し、期限までに回答がなされなかった役職員に

封 して個別に回答を催告することにより、8名 の未回答者を除く 1300

名全員から回答を回収 した。また、8名 の未回答者については、未回

答の理由 (休職等)を検証 し、その妥当性を確認 した。当該アンケー

トに対 しては、誤回答であるものを除き、36件の有意回答がなされ
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た。

また、当委員会は、2020年 12月 2日 から同月 3日 までの間に、NOS

の一部役職員を姑象 としたアンケー ト調査を実施 し、複合取引案件に

おける原価付替の有無について調査 した。当委員会は、別紙第 1・

5(3)工 の 1の 2のアンケー トを 34名 に発送 し、34名全員から回答を

回収 した。当該アンケー トに射 しては、4件の有意回答がなされた。

各アンケー トの実施及び結果の概要は別紙第 1・ 5(3)工 の 2、 アンケ

ー トヘの回答及び当委員会によるフォローアップ調査の内容は別紙第

1・ 5(3)工 の 3の とお りである。

オ 取引先アンケー ト

当委員会は、NOSの仕入先及び売上先を対象 としたアンケー ト調査

を実施 し、調査対象事項に関する事実その他不適切な取引又は行為の

有無及び内容について、取引又は行為の時期を問わず、広 く情報提供

を求めた。仕入先に対 しては第 1回のアンケー ト (別紙第 1・ 5(3)オ

の 1の 1)を 34社に、第 2回 (別紙第 1・ 5(3)オの 1の 2)のアンケ

ー トを 18社に送付 し、売上先に対 してはリース会社 5社に 2種類のア

ンケー ト (別紙第 1・ 5(3)オの 1の 1及び別紙第 1・ 5(3)オの 1の 3)

を送付 した。これ らのアンケー トに姑 しては、合計 4件の有意回答が

あった。各アンケー ト調査の実施及び結果の概要は別紙第 1・ 5(3)オ

の 2の とお りである。

力 臨時内部通報窓口の設置

当委員会は、2020年 11月 19日 から同月 30日 までの間に、岩田合

同法律事務所及び片岡総合法律事務所を窓口とする臨時内部通報窓口

を設置し、NOS等の役職員全員に対し、調査対象事項に関する事実そ

の他不適切な取引又は行為の有無及び内容について、取引又は行為の

時期を問わず、広く情報提供を求めた。臨時内部通報窓口に対しては

7件の情報が提供された。臨時内部通報窓口の概要は別紙第 1・ 5(3)カ

の 1の とおりであり、臨時内部通報窓口に提供された情報及び当委員

会によるフォローアンプ調査の内容は別紙第 1・ 5(3)力 の 2の とおり

である。

キ プライベー トカンパニー調査

甲事案においては、NOSの仕入先に不正に流出した NOSの資金の一

部が、A氏が代表取締役を務める A氏のプライベー トカンパニーに流

入した疑義があったことから、当委員会は、調査会社に委託 して、

NOSの役職員 (退職者を含む。)35名 について、同人又はその配偶者

が役員を務める法人の有無について調査を行った。

像)調査方針の概要
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当委員会は、本調査に当たり、調査対象事項を解明するため、調査対

象事項の全部又は一部に共通する調査方法のみならず、調査対象事項の

特性に応じた様々な調査方法を採用した。以下、調査対象事項について
の当委員会の調査方針について述べる。

ア 甲事案
当委員会は、甲事案の調査として、①A氏、NOSそ の他の関係者から

提供を受けた関係資料の精査、②A氏その他の NOSの社内外の関係者
に封するヒアリング、③A氏その他の関係者の電子メールデータのレ
ビュー及び④A氏のプライベー トカンパニーの有無の調査等を行っ

た。

イ 乙事案
当委員会は、乙事案の調査として、①C氏、NOS、 売上先 d社その他

の関係者から提供を受けた関係資料の精査 (乙事案の姑象プロジェク
ト全体の売上高及び売上原価の計上の推移の確認を含む。)、 ②C氏
その他の NOSの社内外の関係者に対するヒアリング、③C氏その他の

関係者の電子メールデータのレビュー及び④C氏のプライベー トカン
パニーの有無の調査等を行った。

ウ 甲事案の類似案件の調査方法

前記 (1)ウ のとおり、当委員会が甲事案の類似案件として調査の対

象とした行為類型は、NOS等の役職員が、仕入先との間の架空取引又

は水増し取引を利用して NOS等の資金を不正に流出させ、これにより

利益を得る行為又は原価付替を行う行為、及び NOS等の役職員が、複

合取引において原価付替を行う行為である。

当委員会は、以下で述べるとおり、上記各行為が行われる蓋然性の

程度や過去の同種事案の存在等を踏まえ、主に全社的な調査、公共事

業案件 (後記②において定義される。以下同じ。)の調査、第 1チー

ム3の
調査の二つの段階に分け、段階ごとに異なる深度の調査方法を用

いて、甲事案の類似案件の調査を行った。さらに、複合取引において

原価付替を行う行為の調査に関しては、一定規模の案件に関与する役

職員に対する社内アンケー トも実施した。

① 全社的な調査

当委員会は、甲事案の類似案件に係る全社的な調査として、前記

(3)工のとおり社内アンケー トを実施し、また、前記 (3)力 のとおり

臨時内部通報窓口を設置した。

3第 1チームの前身 となる東 日本第 1事業本部第 6営業部営業第 2チームを含む。後記③

において同 じ。
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② 公共事業案件の調査

公共事業案件とは、NOSが取り扱う案件のうち、国の行政機関や

地方公共団体等をエンドユーザーとする案件を指す。

甲事案及び乙事案はいずれも公共事業案件のうち受注額が大規模

な案件において発生した案件である。
この点、公共事業案件 (そ の中でも特に受注額が大規模な案件)

においては入札時点では仕様の細部が定まつておらず、受注後に追

加原価が発生しやすい傾向にある一方で、エンドユーザーの予算が

決まつており追加請求をすることができない傾向にある。

そのため、かかる案件においては、NOSでは原価の見積 りに当た

って余裕を持たせることが多く、その結果として、仕入先に「リス

ク費」ないし「プール金」名目の金員を保留するといつた事態が相

対的に生じやすいといえると考えられる。また、原価の見積り (実

行予算)を超過した案件の原価を他の案件に付け替えるといつた事

態も相姑的に生じやすいと考えられる。

さらに、公共事業案件においては、 (a)シ ステム全体の受注とな

ることが多いことから外注品の取扱いが多く、かつ、多段商流とな

ることが多いため、技術部門が外注品の仕様の詳細を把握しづらい

こと、及び (b)入札時点で仕様の細部が定まっていない傾向にある

ことから、技術部門が、見積りの段階や検収段階で、架空取引又は

水増し取引を利用して仕入先に金員が保留されているか否かをチェ

ックすることが容易ではない傾向にあると考えられる。

以上のとおり、公共事業案件は甲事案の類似案件が相紺的に生じ

やすいといえると考えられることから、当委員会は、公共事業案件

については、全社的な調査の調査よりもさらに深度の深い調査を行

った。

具体的には、当委員会は、公共事業案件の仕入先のうち取引額等

に照らし重要性が認められる仕入先に対し、前記 (3)オのとおり2回

の取引先アンケー トを実施した。

また、第 2回の取引先アンケー トにおいて回答を求めた案件の発

注データから各年度の取引額と証憑 (請求書、注文書、見積書)と
の照合を実施した。

③ 第 1チームの調査

A氏が所属する第 1チームは、公共事業案件を取り扱う部署であ

ることに加え、2020年 3月 付調査報告書では、過去に第 1チームに

おいて B氏により架空循環取引が行われ、かつ、原価付替も行われ

たとの指摘がなされている

) 。そのため、第 1チームでは、甲事案や B氏 による

上記案件 と同様の手国の共有等がなされている可能性があることか

ら、当委員会は、第 1チームについては、公共事業案件一般の調査

よりもさらに深度の深い調査を行つた。
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具体的には、当委員会は、第 1チームの仕入先のうち取引額等に

照 らし重要性が認められる仕入先に対 し、2回の取引先アンケー ト

を実施 した。なお、当該取引先アンケー トの送付先の抽出に当たつ

ては、公共事業案件の取引先アンケー トの抽出先の抽出と比較 し、

抽出基準となる取引額をより低い金額に設定 している。

また、②の場合と同じく、第 2回の取引先アンケー トにおいて回

答を求めた案件の発注データから各年度の取引額と証憑 (請求書、
注文書、見積書)と の照合を実施した。

さらに、当委員会は、前記 (3)ア のヒアリング、同ウのメールレ
ビュー、同キのプライベー トカンパニー調査を実施した。

④ 複合取引案件に関する社内アンケー ト

当委員会は、複合取引において原価付替を行う行為の調査に関し
ては、前記 (3)工 のとおり、公共事業案件のうち、一定規模の複合
取引案件に関与する役職員に姑する社内アンケー トも実施した。さ
らに、上記の一定規模の複合取引案件について、利益率や利益額、
複合取引案件の売上構成比率等が異常な取引を抽出し、かかる取引
に関与する役職員に取引内容を質問し、必要に応じて証憑を入手し

て、その回答の信憑性を確かめた。

工 乙事案の類似案件の調査方法

前記 (1)工のとおり、当委員会が乙事案の類似案件として調査の封
象とした行為類型は、NOS等の役職員が、売上先であるリース会社に
「リスク費」を保留するスキームを利用して、原価付替を行 う行為又
は利益を得る行為である。

当委員会は、以下で述べるとおり、上記行為が行われる蓋然性の程
度等を踏まえ、主に全社的な調査、公共事業案件の調査、乙事案の関
係者の調査の三つの段階に分け、段階ごとに異なる深度の調査方法を

用いて、乙事案の類似案件の調査を行った。

① 全社的な調査

当委員会は、乙事案の類似案件に係る全社的な調査として、前記
(3)工のとおり社内アンケー トを実施し、また、前記 (3)力 のとおり

臨時内部通報窓口を設置した。

② 公共事業案件の調査

前記ウ②で述べた公共事業案件の特性からすれば、公共事業案件
においては、売上先であるリース会社に「リスク費」を保留するス

キームを利用して原価付替を行 う行為又は利益を得る行為が相紺的
に生じやすいといえると考えられることから、当委員会は、公共事
業案件については、全社的な調査の調査よりもさらに深度の深い調
査を行った。
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具体的には、当委員会は、公共事業案件の売上先であるリース会

社の うち取引額等に照らし重要性が認められるリース会社に対 し、

前記 (3)オのとお り2種類のアンケー トを実施 した。

③ 乙事案の関係者の調査

当委員会は、乙事案の関係者については、公共事業案件一般の調

査よりもさらに深度の深い調査を行った。

具体的には、乙事案では、リース会社である売上先 d社に「リス

ク費」を保留するスキームが利用されていたことから、NOSと 売上

先 d社の取引を伴う案件のうち、受注額が一定規模以上の案件につ

いて契約書等を閲覧し、「リスク費」の保留が行われているかを確

認した。

また、当委員会は、前記 (3)ア のヒアリング、同ウのメールレビ

ュー、同キのプライベー トカンパニー調査を実施した。

6 本調査の限界

当委員会は、本調査の目的を達成するため、最大限の努力を行つた。 し

かしながら、本調査は、強制的な調査権限ない し捜査権限に基づ く調査で

はなく、あくまで関係者の任意の協力を前提 とするものであり、かつ、時

間的制約がある中で行われたこと、当委員会は、不信な点や矛盾点が認め

られた場合には都度確認を行ったものの、原則 として NOSから提供を受け

た関係資料や役職員に対するヒア リング及び協力業者に対するヒア リング

から得 られた情報等のみに依拠せ ざるを得なかつたこと、本調査は、重要

な情報が全て当委員会に開示又は提供 されているとの前提で行われたが、

当該前提が成 り立つ とは限らないことから、これ らに起因する調査の限界

が存在 したことを付言する。

当委員会の事実認定は、このように限界がある中で行った本調査の結果

に基づくものであつて、当委員会が収集 した資料以外の資料等が存在 し、

新たな事実関係が発覚 した場合などには、本調査における認定が変更され

る可能性があることを、ここに留保する。

また、本調査は、調査姑象事項の調査を中心に行われたものであ り、本

調査の封象期間について、NOSグループの事業から起こり得るあらゆる不

正の有無を網羅的に調査 したものではないことはもとより、本調査におけ

る調査対象事項についても、本調査の対象期間中に起こった一切の不正行

為を網羅的に指摘するものではなく、当委員会はそれを保証するものでは

ないことも、ここに留保する。

第2 甲事案

1 調査結果の概要
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当委員会は、甲事案について調査を行つた結果、案件 1及び案件 2につ

いて、NOSの資金合計 219,857,004円 (案件 1につき 19,500,000円 並びに

その消費税及び地方消費税 (以 下、併せ て 「消費税 」 とい う。 )分
1,560,000円 、案件 2につき 184,071,300円及びその消費税分 14,725,704

円の合計額)が、A氏の欺岡的行為により NOSか ら流出したことを認定 し

た。

① 案件 1について

NOSは、案件 1において、仕入先 b社に封 し、サーバ設計役務等の

名 目で合計 52,000,000円 (ただ し、税抜きの金額である。以下、特に

言及のない限 り税抜表示 とする。)の発注を行つたところ、この うち

19,500,000円 分は、仕入先 b社への委託役務に紐づかない水増 し取引

に該当し、当該取引によって、2018年 12月 28日 及び 2019年 4月 26

日に、NOSの 資金合計 21,060,000円 (上記 19,500,000円 及びその消

費税分 1,560,000円 4の
合計額)が仕入先 b社に対 し不正に流出した。

なお、上記 21,060,000円 は、その全額が、仕入先 b社から、A氏が

代表取締役を務めその発行済み株式の全てを保有するプライベー トカ

ンパニーの Xl社に送金 され、そのほとんどが A氏 の個人的な費消に充

てられた。

② 案件 2について
NOSは、案件 2において、仕入先 c社に封し、

四項 目の名 目で合計 184,071,300円 の発注を行つた

ところ、当該取引は架空取引であり、当該取引によつて、2019年 9月

30日 、NOSの資金 198,797,004円 (上記 184,071,300円及びその消費
税分 14,725,704円 5の合計額)が仕入先 c社に姑し不正に流出した。

なお、上記 198,797,004円 のうち 170,033,430円 (消費税分込み)

が、第二者を経由して、最終的に、プライベー トカンパニーXl社及び

同じく A氏が代表取締役を務めその発行済み株式の全てを保有するプ

ライベー トカンパニーのX2社に送金され、そのほとんどがA氏の個人
的な費消に充てられた。

また、当委員会 は、案件 1において、少 な くとも一部 の役務原価

(121,200,000円 )について、本来は当該原価を 2019年 3月 期に一括計上

すべきところ、A氏が NOS内でこれを保守原価 として登録 した結果、2019

年 1月 以降の 48か月にわたつて分割 して計上されてお り、原価の計上時期

が誤つていることを認定した。

2 案件 1におけるNOSの資金の不正流出について

4消
費税率は 8%。

5消
費税率は 8%。
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但)案件 1の概要

ア 案件 1は、エン ドユーザーaが入札の手続を実施 し、落札者に対 し

システム設計、機器納入、システム構築、一定期間の保守業務等をま

とめて一括で委託する複合取引の案件である。同案件は約 4年ごとに

新たな発注がなされてお り、NOSは、2008年及び 2012年 にも案件 1の

前身の案件を受注していた。

A氏は、2015年 4月 より第 1チームに所属 し、前任の    氏か

ら、案件 1の前身の案件 (た だし、NOSが 2012年に受注 したもの)に
つき引継ぎを受けて関与 し、案件 1については営業担当として入札封

応から担当していた。第 1チーム内に、A氏のほかに案件 1の担当者

はいなかつた。

イ 案件 1に係 る入札条件は以下のとお りであつた。

S 禽4[目   習撃
「「

甘
|`ilttI日

③ 履行期限
i)賃貸借外 (機器リース及び保守運用)につき、借入期間は■■

百Ⅱ恥鞘嘲脳話蟹継羅雛量
づき、エンドユーザーaの希望がある場合は更新される。

五)導入役務等につき、1回 目が‐ 年■ 月■I日 、2回 目が■■
年 1月 1日 。導入役務等に関する対価も上記 2回のタイミング

に分けて支払われる。

④ 受注額における金額比率

賃貸借外 (機器リース及び保守運用)につき受注額全体の ■ %、

導入役務外等につき同 |%。 さらに、賃貸借外 (機器 リース及び

保守運用)の うち保守費用を凹 /o以下とする。

ウ 2018年 1月 日に入札が実施 され、翌 日に開札 された結果、案

件 1は NOSが ―社入札で落札 した。入札金額は 円であ

り、A氏がエンドユーザーaに報告した内訳は下表のとおりである。

木安件 1に 関し、NOSは、仕入先 b社、

13社に発注を行った。

項 目 金額 割合

機器賃貸借外 円 入札価格の‐
0/0

うち保守費用 (保守) 円 機器賃貸借外のうち

口 /0

導入役務外 (作業) 円 入札価格の|%

エ
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修)案件 1における仕入先 b社への発注額決定の経緯

ア 案件 1に係るNOSと仕入先 b社の取引の概要
NOSは、案件 1に関し、仕入先 b社との間で下表の取引を行った (以

下、番号①ないし番号⑤の取引をそれぞれ 「案件 1取引①」ないし
「案件 1取引⑤」という。)。

このうち、当委員会が水増し取引に該当すると認定したのは、案件
1取引①及び案件 1取引②のうち少なくとも19,500,000円 についてで

ある。

番 号 項目名 発注額 (円 ) 見積 日 支払 日 備考

① 37,000,000 2018年

1月 ■ 日

2018年
12月 28日

導入役務外

等 に係 る作

業 の うち、

② 15,000,000 2018年

四月■日
2019年
4月 26日

導入役務外

等 に係 る作

業 の うち、

③ 350,000 2018年

■月■日

2018年

12ノ月28日

追加作業分

④ 456 000 2018 年

■■月 日

2018年
12月 28日

追加作業分

⑤ 38 400 000 2018 年

■■月 日

各翌月末

日払い

費用 の内訳

イよ、 800,000

6ただし、NOSは 2020年 3月 に仕入先 b社 との間の案件 1取引⑤の取引を解約したため、

当該取引について実際に仕入先 b社に対 し支払つた費用は、12,000,000円 (1月 当たり

800,000円 ×15か月分)である。
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円×48か月

分

イ 案件 1取引①及び案件 1取引②の発注額決定経緯について

(ア)A氏は、2017年初頭から、案件 1の入札準備を進めた。A氏は、

案件 1の技術担当の■■■氏 (以下 「D氏」とい う。)と も相談 し、

案件 1を受注 した際には、導入役務及び保守運用の一部を仕入先 b

社に委託することを決めた。なお、仕入先 b社は、2008年及び 2012

年の案件 1の前身の案件においても NOSの発注先 として導入役務を

受注 してお り、A氏が案件 1において発注先 として仕入先 b社を選

択 したことの適切性に疑義を生 じさせる事情は見当たらない。

(イ )A氏は、仕入先 b社に対 し、案件 1の導入役務のうちサーバ設計

等の役務を発注することを伝え、見積 りの提出を求めた。そこで、

仕入先 b社の担当者の■■■■氏 (以下 「仕入先 b社担当者 E氏」

とい う。)は、2018年 2月 16日 付け見積 りにより、案件 1取引①

及び案件 1取引②に係 る役務費用を合計 25,000,000円 とする見積 り

(以下 「2月 見積 り」とい う。)を提出した。

(ウ )A氏は、2018年 4月 初旬、仕入先 b社担当者 E氏 に対 し、 「作業

を始めたら不足 しているものが出てくるので、10,000,000円 を乗せ

てくれ。」などと述べ、仕入先 b社に委託 した役務に関連 した追加

作業が発生 した場合 にそれ に充て るための 「リスク費」 として

10,000,000円 を 2月 見積 りの見積額に上乗せするよう指示をした。

そこで、仕入先 b社担当者 E氏は、同月 6日 付け見積 りにより、本

件導入役務に係る役務費用を合計 36,000,000円 とする見積 り (以下
「4月 見積 り」とい う。)を提出した。なお、4月 見積 りにおける 2

月見積 りからの増額分は H,000,000円だが、この うち 1,000,000円

は封象役務に 「ラックマウン トサーバ設定」作業が追加 されたこと

に伴 うものであり、A氏の指示による増額分は 10,000,000円 である。

(工)A氏は、さらに、2018年 5月 頃、仕入先 b社担当者 E氏 に封 し、
「他の会社に作業で協力 してもらうことになる。そのときに仕入先

b社から発注 してもらうことにしたいので、その分 16,000,000円 を

積んでくれ。」などと述べ、仕入先 b社から他の会社への外注を依

頼 す る見 込 み で あ る と して 、 当該 外 注 費 用 に充 て るた めの

16,000,000円 を 4月 見積 りの見積 額 に上乗せ し、見積 額 を

52,000,000円 とするように指示をした。

さらに、その頃、4月 見積 りに掲げられた作業項 目の うち 「運送」

役務については、仕入先 b社とは別の会社に委託 していた作業と重

複があることが判明し、仕入先 b社は 「運送」役務を受注 しないこ

ととなった。そのため、本来であれば 4月 見積 りにおいて 「運送」

役務費用 として見積 もられていた 3,500,000円 については見積額か

ら減額 されるべきであるところ、A氏は、仕入先 b社担当者 E氏に

対 し、見積額 52,000,000円 は変更せずに、 「運送」役務費用分の
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3,500,000円 をその他の作業費用に上乗せするように指示をした。
これらの指示を受け、仕入先 b社担当者 E氏は、同年 6月 13日 付

けの最終見積書 (以下「最終見積書」という。)において、案件 1

取引①及び案件 1取引②に係る役務費用を合計 52,000,000円 (ただ
し、案件 1取引①について 37,000,000円 、案件 1取引②について
15,000,000円 の合計額)と する見積 り (以下「最終見積 り」とい

う。)を提出した。なお、最終見積書は案件 1取引①と案件 1取引

②とで 2通に分けられたが、その理由は、エンドユーザーaにおい

て導入役務外等に係る支払が履行期限に合わせて 2回に分けられる
ことに対応したものである。
そして、最終見積 りに従って、NOSか ら仕入先 b社への案件 1取

引①及び案件 1取引②に係る発注金額が52,000,000円 と決定された。

13)仕入先 b社への発注額のうち 19,500,000円 が水増し取引に係るものと

認められること

ア NOSにおける発注金額決定手続の概要

NOSでは、役務及び保守運用の発注額を決定するに当た り、営業担

当では必要な作業内容及び当該作業内容を達成するために必要な工数

を判断することが困難であるため、営業部内の技術担婆がこれを補佐

する体制が構築 されている。また、役務作業及び保守運用作業に関す

皇繁蒸贋埓奨ξ完とここ宏下鶴 係毒忌F重鍵魏こ鬼黒宅ご奉
技術部門による承認手続を経なければ、営業部上席の承認手続に進む

ことができない仕様 となっている。
一方、案件 1の ような入札案件では、受注後 (落札後)の発注手続

の前に、入札金額を決定するとい うプロセスが置かれている。入札金

額は取引先に対する発注金額 (仕入原価)を根拠にして決定されるも
のであり、入札金額決定に係 る営業部門の承認手続においては、役務

及び保守運用に係 る発注金額について技術部門の承認を得ていること

が前提 とされている。 しかし、発注手続 とは異な り、技術部門の承認

がシステム上要求 されるわけではないため、仮に技術部門の承認を得

ていなかったとしてもそれを隠して営業部門の承認手続を進めること

が可能な状況にあった。

イ 案件 1における承認フロー

(ア )案件 1では、2度の PMS(一定の案件について、営業部門におい

て、案件の着手や受注金額決定に際 し、正式な承認手続に先行 して

上長 らの案件決裁を要する手続のことを指す。以下同じ。)の後に

営業部門における承認手続を経て入札価格が決定されたが、A氏は、
この入札金額承認手続の時ッ点では、仕入先 b社への案件 1取引①及

び案件 1取引②の発注金額を合計52,000,000円 とすることについて、
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技術部門の承認を得ていなかった。

その後、2018年 6月 28日 付けで、案件 1取引①及び案件 1取引

②に係る‐ の発注手続がとられ、案件 1の技術担当D氏がA氏か

ら提出された仕入先 b社の最終見積書を‐ に登録した上で、技術

部門の承認手続及び営業部門の承認手続を経て、案件 1取引①につ

いて 37,000,000円 、案件 1取引②について 15,000,000円 の合計

52,000,000円 の発注金額が決定された。

(イ )D氏は、案件 1の技術担当として、当初から仕入先 b社との間の

見積作業に関与しており、仕入先 b社が案件 1取引①及び案件 1取

引②につき、2月 見積りにおいて 25,000,000円 、4月 見積りにおい

て 36,000,000円 の見積りを提示していたことを把握していた。

A氏は、前記 (ア )記載の発注手続を進めるに当たり、D氏に対し

て、見積額が 4月 見積りから16,000,000円 増額されたこと、及び、

4月 見積りでは対象役務に含まれていた「運送」役務を仕入先 b社
に発注 しない ことになったにもかかわ らず、同役務費用分

3,500,000円 が減額されることなく他の役務項目に上乗せされたこ

とについて、何らの説明もせずに、D氏 に最終見積書を提出して

昭 酉 監 魏 積りを‐ に斡 したこと輯 注縣 級

認手続が開始され、技術部門及び営業部門の承認が行われた。

ウ 案件 1取引①及び案件 1取引②の発注額合計 52,000,000円 のうち

19,500,000円 が水増し取引に該当すること

(ア )当委員会は、案件 1において NOSが仕入先 b社に発注した案件 1

取引①及び案件 1取引②の発注額 52,000,000円 のうち少なくとも

19,500,000円 については、水増し取引に係るものであると判断した。

その理由は以下のとおりである。

(イ )まず、仕入先 b社担当者 E氏は、仕入先 b社から提示された 2月

見積 り、4月 見積 り及び最終見積りにおける各見積額提示の根拠に

ついて、次のとおり供述した。
i)2月 見積りにおいて提示した見積額 25,000,000円 は、純粋に導入

役務として委託を受けた作業分のみの費用であつて、仮に追加作業

が発生した場合には NOSに追加請求をすることを前提とした見積額

であった。
工)次に、4月 見積りの見積額 36,000,000円 は、2月 見積りからの追

加役務である「ラックマウントサーバ設定」費用として 1,000,000

円を増額した上で、さらに、A氏から追加的な作業が発生した場合

に備えて 10,000,000円 の「リスク費」を上乗せするよう指示を受け

たため、2月 見積りの見積額 25,000,000円 から合計 11,000,000円

を増額して提示したものである。この「リスク費」としての増額分

10,000,000円 については、追加作業が発生したとしても 10,000,000

円分までは NOSへの追加請求を行わずに対応することを前提とした
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ものである。   ・

血)さ らに、最終見積 りにおいて増額 した 16,000,000円 及び委託役務

か ら除かれたにもかかわ らず減額 しなかった 「運送」役務費用分

3,500,000円 の合計 19,500,000円 は、A氏 より、仕入先 b社から仕

入先 b社以外の会社に発注するための外注費用 として上乗せを指示

されたものであって、仕入先 b社の受託業務やそれに関連 して発生

する追加作業に充てることは予定 してお らず、実際上は、具体的な

名 目の如何を問わず、A氏が指示する外注先へ送金することを前提

とした金額である。

(ウ )前記 (イ )記載の仕入先 b社担当者 E氏の供述内容は、客観的事

実関係 とも整合する。

すなわち、仕入先 b社は、案件 1取引①及び案件 1取引②に関連

して 7,432,136円 分の追加作業が発生 したものの、これを NOSに追

加請求せず、 「リスク費」分 10,000,000円 から拠出してお り、この

点は、4月 見積 りにおける増額分 10,000,000円 は仕入先 b社の受託

役務に関連 して発生 した追加作業に充てる費用である旨の仕入先 b

社担当者 E氏の供述内容に整合する。

また、仕入先 b社は、後記のとお り、A氏の指示に従ってプライ
ベー トカンパニーXl社に対 し合計 22,140,000円 (20,500,000円 +
消費税分 1,640,000円 )を送金 しているところ、この送金には最終

見積 りにおいて増額 された 16,000,000円 及び 「運用」役務費用 とし

て除かれるべきであつた 3,500,000円 の合計 19,500,000円 (及び消

費税分 1,560,000円 )が全額含まれてお り、この点は、当該増額分

が、実際上は、具体的な名 日の如何を問わず、A氏が指示する外注

先へ送金することとなっていたとする仕入先 b社担当者 E氏の供述

内容に整合する。

以上より、仕入先 b社担当者 E氏の供述内容は信用できるから、

NOSが仕入先 b社に射 し、案件 1取引①及び案件 1取引②に関して

支払つた 52,000,000円 の実際の内訳は、仕入先 b社への委託役務の

直接の対価が 22,500,000円、同委託役務に関連 し発生する見込みの

追加作業に充てる 「リスク費」が 10,000,000円 、A氏の指示に従い

仕入先 b社以外の会社に送金する予定の費用が 19,500,000円 であつ

たと認定できる。

(工)こ の発注額の内訳を前提に、案件 1取引①及び案件 1取引②の発

注金額の うちどの部分が A氏の欺岡的行為に起因して承認 された水

増 し部分に当たるかを検討する。

この点、NOSでは、発注元 との間の契約上、発注元か ら追加発注

がなされる可能性があり、かつ、当該追加発注がなされた場合に発

注元に対 し追加費用を請求することができないとい う案件の場合、

NOS内部において 「予備費」
7を

設定 し、発注元から NOSに姑 し追加

7本
報告書において 「予備費」とは、ある案件において追加の費用が発生 した場合に備え、
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発注がなされた際には当該 「予備費」をその費用に充てるとい う方

法が取られることが多い。もつとも、当時の NOSでは、あらかじめ

NOSと NOSの仕入先 との間で協議 し、仕入先から NOSに対 し、発注

元から追加発注があつた場合の対応に係 る 「リスク費」分の金額を

上乗せ して発注 してもらうとい う方法も取られることがあつた。

役務取引の見積 りを検証する立場にあつた案件 1の技術担当 D氏

は、このような 「リスク費」の設定方法の実態を踏まえ、案件 1取

引①及び案件 1取引②について 10,000,000円 の「リスク費」を設定

することは、確かに高額ではあるものの、早い時期から一社入札が

見込まれていて入札価格を無理に低くする必要がなかつた事情も考

慮すれば、承認手続当時に当該事情の説明がなされていた場合も、

承認を得ることができた可能性があつた旨説明した。
一方、D氏は、案件 1取引①及び案件 1取引②に係る委託役務の

直接の対価ではなく、それに関連して発生する追加作業の費用に充

てられる予定でもない外注費用として設定された 19,500,000円 につ

いては、仮にその分の外注費用が追加発生する予定であつたとして

もそれを NOSか らではなく仕入先 b社から発注することは許容され

ておらず、そのような名日で事前に発注金額を上乗せすることは全

く合理性が認められないものであり、しかも実際にはそのような外

注費用が発生する予定はなかったのであるから、もし最終見積り提

出時にその旨の説明を受けていれば技術部門として到底承認できる

ものではないと説明した。
これらの D氏の説明に不合理な点はなく、案件 1取引①及び案件

1取引②の発注金額に係るD氏の説明は信用できる。

したがって、NOSが仕入先 b社に対し支払つた案件 1取引①及び

案件 1取引②の発注額合計52,000,000円のうち、仕入先 b社への委

託役務の直接の封価部分 22,500,000円 及び当該委託役務に関連して

発生する見込みの追加作業に充てることを予定していた「リスク費」

部分 10,000,000円 の合計 32,500,000円 については、仮に承認手続

当時に当該内訳について説明がなされていたとしても技術部門及び

営業部門の上長の承認を得ることができた可能性が高いが8、 _方、

それらに該当しない外注費用として設定された 19,500,000円 につい

ては、その旨の説明がなされていれば当該部分は承認を得ることが

できなかったものと考えられるから、この 19,500,000円 の部分を水

増し取引として認定した。

(オ)なお、A氏 自身は、当該 19,500,000円 の上乗せ分について、仕入

先 b社からさらに外部に発注する予定の金額であることを技術部門

又は営業部門において説明をすれば、当然に見積金額の承認が得ら

れないと認識していたので、D氏や承認権者に姑しあえて説明しな

あらかじめ NOS内部に保留される予算を指す。
8ただし、この点の会計上の評価は後記 (5)の とおりである。
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かった旨供述 してお り、前記 19,500,000円 が水増 し取引に該当する

ことを認識 していたことを認めている。

工 小括

以上より、当委員会は、案件 1において NOSか ら仕入先 b社へ支払
われた案件 1取引①及び案件 1取引②の発注額合計52,000,000円 のう
ち19,500,000円 について、水増し取引に該当すると認定した。

オ 案件 1取引③ないし案件 1取引⑤に係る発注金額の適切性について

以下では、案件 1取引③ないし案件 1取引⑤に係る発注金額の適切
性についても言及する。
(ア )案件 1取引③及び案件 1取引④は、NOSか ら仕入先 b社に委託し

た導入役務等に係る追加作業の発注である。A氏 と仕入先 b社担当
者 E氏 との間では、このような追加作業は、案件 1取引①及び案件
1取引②において既に包含している 10,000,000円の「リスク費」か
ら拠出する旨の申合せがなされていたことは前記のとおりであるが、
案件 1取引③及び案件 1取引④は、当該申合せを明確に把握してい

なかった NOSの技術部門から、NOSが追加費用を支払う形式で追加

発注されたという経緯がある。これらについては、本来は当該「リ
スク費」が存在するため追加費用の支払が不要であつた可能性があ
るという点を措けば、委託役務を伴う発注であり、かつその金額の

適切性についても疑義を指し挟む事情は見当たらないから、水増し

取引等には該当しないと判断した。
(イ )次に、案件 1取引⑤は、案件 1に係る保守運用に係る発注であり、

同取引において、NOSは、仕入先 b社に紺し、月額 800,000円 を 48

か月分、合計 38,400,000円 の発注を行つた (なお、前記のとおり、
案件 1取引⑤は 2020年 3月 に解約されており、実際にNOSか ら仕入
先 b社に支払われた金額は、15か月分の合計 12,000,000円 にとど
まる。)。

案件 1取引⑤の発注金額決定の経緯は、まず 2月 見積り時′点で月
額 400,000円 だつたところ、パッチ作業分が保守運用業務費用に追
加されたことで月額 550,000円 となり (2018年 5月 11日 付け見積
り、以下「5月 見積り」という。)、 さらに「     」という
ソフトウェアライセンスを仕入先 b社を介して納入することとなっ

たため当該ライセンス料をさらに上乗せし、最終見積 りにおいて月

額 800,000円 となって、これに基づき同額の発注が決定されたとい

うものである。
これらの事情を前提に、技術担当 D氏にイ呆守運用業務費用として

の月額 800,000円 の妥当性についての評価を依頼したところ、そも
そも月額 400,000円 という仕入先 b社の当初見積額が低く、求めら
れる作業内容からすれば月額 800,000円 ～1,000,000円 でも妥当と

評価できることに加え、保守運用業務費用として追加されたものの
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うち、パッチ作業費用は通常 1回 1,200,000円 程度で発注される作

業で年 1～2回程度の実施が見込まれること、「     」のラ

イセンス料は月額 200,000円程度であることを踏まえると、仕入先

b社への実際の発注額である月額 800,000円 は、パッチ作業費用及

び「     」のライセンス料を含む保守運用業務費用としては

妥当な金額であるとの説明を受けた。

前記 D氏の当該説明は合理的であると考えられることから、当委

員会は、案件 1取引⑤に係る月額 800,000円 の保守運用費用の発注

金額は妥当であつて、水増し取引には該当しないものと認定した。

僻)仕入先 b社からプライベー トカンパニーXl社に 19,500,000円 の送金

がなされた経緯

ア NOSは、2018年 12月 28日 に案件 1取引①に係る発注分 37,000,000

円を、2019年 4月 26日 に案件 1取引②に係る発注分 15,000,000円 を、

それぞれ仕入先 b社に支払つた。

イ A氏は、2018年 10月 末頃、仕入先 b社担当者 E氏に対し、仕入先 b

社の受注額のうち「リスク費」として上乗せした 10,000,000円 と、外

注費用として増額させた 19,500,000円 の合計 29,500,000円 について、

残金の見込みを尋ねた。それに封し、仕入先 b社担当者 E氏は、同月

30日 、A氏に対して、追加作業費用として 7,432,136円 が発生し、
「リスク費」10,000,000円 から取り崩したこと、仕入先 b社としては

案件 1取引①及び案件 1取引②自体の費用である22,500,000円 を確保

できれば最低限足りることを伝えた上で、案件 1取引①の発注額のう

ち7,567,864円、案件 1取引②の発注額のうち 14,500,000円 が残金と

なる旨を回答した。

ウ A氏は、前記仕入先 b社担当者 E氏からの回答を受け、案件 1取引

①の支払がなされる 2018年 12月 に7,500,000円 を、案件 1取引②の

支払がなされる 2019年 4月 に 13,000,000円 を、それぞれ仕入先 b社

からプライベー トカンパニーXl社に送金させることを考えた。

そこで、A氏は、まず、仕入先 b社担当者 E氏に射し、「コンサル

ティング (案件支援業務)」 名目で見積額を 7,500,000円 (消費税込

みの金額は8,100,000円 )と する 2018年 7月 10日 付けのプライベー

トカンパニーXl社名義の見積書 (ただし、日付はバックデー トによる

もの)を持参して、同見積書に従って同年 12月 末日にプライベー トカ

ンパニーXl社に対し7,500,000円 (消費税込みの金額は8,100,000円 )

を支払うように指示をした。

さらに、A氏は、2019年 3月 頃、仕入先b社担当者E氏 に対し、「コ

ンサルティング (案件支援業務)」 名日で見積額を 7,500,000円 (消

費税込みの金額は 8,100,000円 )と する2018年 11月 20日 付けのプラ

イベー トカンパニーXl社名義の見積書及び「コンサルティング (運用

支援業務)」 名 目で見積額を 5,500,000円 (消 費税込みの金額は
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5,940,000円 )と する同日付けプライベー トカンパニーXl社名義の見

積書 (た だし、いずれも日付はバ ックデー トによるもの)を持参 して、
これ らの見積書に従って 2019年 4月 末 日にプライベー トカンパニーXl

社に紺 し合計 13,000,000円 (消費税込みの金額は 14,040,000円 )を
支払 うように指示 した。

工 仕入先 b社担当者 E氏 は、これ らの A氏の指示に従って、2018年 12

月 28日 に、NOSか ら仕入先 b社に支払われた 37,000,000円 の うち

8,100,000円 (7,500,000円 十消費税分)を、2019年 4月 26日 に、NOS

か ら仕入先 b社に支払われた 15,000,000円 の うち 14,040,000円

(13,000,000円 十消費税分)を、それぞれプライベー トカンパニーXl

蟹 評 で叙 鬼 露
酔 行‐ 支店 、普通預金 、 口座科

案件 1取引①及び案件 1取引②に係る水増し取引分 19,500,000円

(及び消費税分 1,560,000円 )は、これらの仕入先 b社からプライベ

ー トカンパニーXl社への送金分に全額充てられたものと認定できる。
なお、上記の仕入先 b社からプライベー トカンパニーXl社への送金

額合計 22,140,000円 (20,500,000円 +消費税分 1,640,000円 )と 、
水増 し取引分 として認定 した 19,500,000円 及びその消費税分
1,560,000円 の合計 21,060,000円 との差額 1,080,000円 は、
10,000,000円 の「リスク費」の残金から充てられていると考えられる
が、前記 (3)オ のとおり、当該 「リスク費」は水増し取引に該当する
とは認定できなかったので、当委員会は、当該差額分については A氏
の欺岡的行為により NOSから流出した資金に当たらないものと判断し
た。

(5) ′Jヽ括

以上のとおり、当委員会は、案件 1における NOSか ら仕入先 b社への

発注に関し、案件 1取引①及び案件 1取 引②に係る発注金額合計
56,160,000円 (52,000,000円 +消 費税分)の うち 21,060,000円

(19,500,000円 十消費税分)が、A氏の欺岡的行為によりNOSか ら流出
した資金であり、その全額がA氏のプライベー トカンパニーであるXl社
に送金されたことが認められるものと判断した。
なお、当該流出資金のうち仕入先 b社への発注金額 19,500,000円 に対

する会計的影響を付言すると、当該費用を原価計上することは認められ

ず、最終的にこれを取得した A氏 (又はそのプライベー トカンパニー)

に対する貸付金として計上すべきであると考える。また、仕入先 b社か
らプライベー トカンパニーXl社に送金された金銭は合計 22,140,000円
であるところ、当該金銭の原資は案件 1取引①及び案件 1取引②に関し
て NOSか ら仕入先 b社に支払つた52,000,000円 であるという経済的実態
に着目すれば、22,140,000円全額を A氏 (又はそのプライベー トカンパ
ニー)に対する貸付金として計上することとなる可能性も否定できない。

29



3 案件 2におけるNOSの資金の不正流出について

但)案件 2の概要

案件 2は、案件 1同様に、エンドユーザーaが入札の手続を実施し、

落札者に対しシステム設計、機器納入、システム構築及び一定期間の保

守業務等をまとめて一括で委託する複合取引の案件である。NOSは、当

初は案件 2の入札の手続に参加することを検討していたが、最終的に、

同案件を落札した 式会社 (以下 「元請

g社」という。)の商流に入る形で関与するにとどまった。

案件 2に係る商流のうち NOSが関わるものは、概ね下図のとおりであ

り、 NOSは、 会社 (以下 「売上先 h社」

とい う。)か らサーバ調達等を総額 1,444,304,537円 で受注 した上で、

式会社 (以下 「仕入先 三社」 とい う。)に対 し

サーバ調達等を 1,144,899,254円 で発注するとともに、仕入先 c社に封

日の業務を 184,071,300円 で

発注 している。

しかし、NOSから仕入先 c社に対する発注は、全て実態の伴わない架

空発注であり、これによつて NOSか ら仕入先 c社に姑 し 198,797,004円

(184,071,300円 十消費税分)が不正に流出したことが認められた。
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ｇ請

社

一万 売 上 先
h社

エ ン ドユー

ザーa

NOS 仕入先 三社

仕 入 先
c社

1,559,848,900円

(1,444,304,537円 +税 )

1,236,491,194円

(1,144,899,254円 +税 )

198,797,004円

(184,071,300円 +税 )

【図表 1:商流図① (エ ンドユーザーaか ら仕入先i社及び仕入先c社まで)】

12)案件 2における仕入先 c社への架空発注の経緯及び不正流出金が A氏
のプライベー トカンパニーに流入した経緯

ア 案件 2の商流に入ることで NOSが得るはずだつた粗利額
A氏は、当初案件 2について入札の手続に余加するべく準備を進め

ていたが、2018年 12月 頃には、元請 g社の商流に入る形で関与する

方針をとるようになった。NOSは、元請 g社の商流の中で売上先 h社
と仕入先 三社の間に入つて、仕入先 三社から調達した機器等を売上先
h社に売却する役割を担うこととなり、仕入先 三社からの調達価格は
1,144,899,254円 、売上先 h社への売却価格は 1,444,304,537円 とさ
れたことから、当該商流取引に参加することで 299,405,283円 の粗利
益を得るはずであった。

イ 架空取引によつて 184,071,300円 をNOSか ら仕入先 c社に流出させ、

さらに仕入先 b社に流入 させた経緯

(ア )A氏は、2019年 4月 10日 頃、前記商流取引に参力日することで NOS

に生 じるはずであつた 299,405,283円 の粗利益から、約 200,000,000

円を自分のプライベー トカンパニーに流す ことを考えた。そこで、
A氏は、仕入先 i社の見積書に掲げられた発注項 目に、架空の四項

ヽ
「

及 び

、以下、まとめて 「本件架空項 目」とい う。 )

日 (
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を加えた見積書を売上先 h社宛てに提出した上で、NOSか ら仕入先 c

社に対 し、本件架空項 目を代金 184,071,300円 で発注 した。

A氏は、仕入先 c社に対 して本件架空項 目に係る発注を行 うとと

もに、仕入先 b社担当者 E氏 に働き掛けて仕入先 b社が仕入先 c社

から本件架空項 目に係 る発注を受けることを了承 させた上で、仕入

先 c社の担当者である■■■■氏には本件架空取引について仕入先

b社に発注するよう依頼 し、仕入先 b社からは仕入先 c社に対 し本

件架空項 目に係る見積書 (見積額 182,126,763円 )を提出させて、

同年 6月 13日 までに仕入先 c社から仕入先 b社への本件架空項 目に

係る取引を成立させた。

ウ 仕入先 b社からA氏のプライベー トカンパニーに流出させた経緯①

(2019年 9月 30日 支払分)

(ア )A氏は、仕入先 b社から自分のプライベー トカンパニーに本件架

空項目を発注させて、NOSか ら仕入先 c社を介し仕入先 b社に流出

させる資金を最終的に自分のプライベー トカンパニーに流入させる

ことを考えた。
A氏は、仕入先 b社から木件架空項目について発注を受ける会社

として、まず自分のプライベー トカンパニーであるX2社を選んだ。

さらに、A氏は、プライベー トカンパニーXl社でも本件架空項目に

係 る発注を受けようとしたが、こちらについては、知人の

氏 (以下「j社経営者」という。)が経営する株式

■■■ (以下「j社」という。)を商流に入れることとした。
そ して、A氏 は、2019年 6月 半ば、仕入先 b社担当者 E氏に対 し、

仕入先 c社から仕入先 b社に発注された本件架空項 目について、プ

ライベー トカンパニーX2社 と j社に二項 目ずつ発注すること、及び、

まず同月中に一項 目ずつ発注 し、さらに翌年度に残 りの二項 目をそ

れぞれ発注することを指示 した。その上で、A氏は、仕入先 b社担

当者 E氏に対 し、同月発注分 として、

■■■■」につき代金49,749,

X2社 名 義 の見積 書 及 び 「
000円 とするプライベー トカンパニー

につ き代 金

48,018,600円 とする j社名義の見積書を交付した。仕入先 b社担当

者 E氏は、A氏の指示に従って、同月 17日 、A氏が交付した同見積

書の記載どおりに両社宛ての注文書を作成し、A氏に交付した。

(イ )さ ら1こ A氏は、j社経営者に対し、仕入先 b社から発注された
「        」についてはプライベー トカンパニーXl社に

更に発注を行うよう伝え、プライベー トカンパニーXl社名義の代金

46,180,050円 の見積書を渡した。j社経営者は、2019年 6月 20日

付けで、同見積書どおりの内容の注文書を作成しA氏に交付した。

(ウ )A氏は、案件 2の決済日である 2019年 9月 30日 までに以上の準

備を整えた。そして、同決済日に、A氏が設定した本件架空項目の

商流に沿つて、NOSか ら198,797,004円 (184,071,300円 十消費税分
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9)が
仕入先 c社に流出し、そのうち 196,696,904円 (182,126,763

円十消費税分)が仕入先 b社に支払われた。さらに、仕入先 b社か

らプライベー トカンパニーX2社に 53,728,920円 (49,749,000円 十

消費税分)、 j社に51,860,088円 (48,018,600円 +消費税分)が支

払われ、j社からは更にプライベー トカンパニーXl社に 49,874,454

円 (46,180,050円 +消費税分)が支払われた。なお、この時点では、
本件架空項目のうち二項目分に係る仕入先 b社の受注額 84,359,163

円が仕入先 b社に残されていた。

【図表 2:商流図② (NOSか らX2社及び Xl社まで (2019年 9月 30日 支払
分))】

工 仕入先 b社からA氏のプライベー トカンパニーに流出させた経緯②
(2020年 6月 30日 支払分)

(ア )その後、2019年 12月 からNOSにおいて B氏の架空循環取引に係
る調査が実施され、NOS取引先に対する発注の実在性を検証するた
めの証憑類確認作業が進められた。その中で、NOSは、案件 2に係
る証憑類確認のために仕入先 c社に姑し本件架空項目に関して保守

運用業務が実施されていることの報告書の提出を依頼した。NOSか
らの同依頼を受けた仕入先c社担董者の■■■■氏は、A氏 に対し、
同報告書の提出を求めた。

(イ )A氏は、本件架空項目に係るイ呆守運用業務を実施されていること
の報告書を作成する必要が生じたが、商流の終点にあるプライベー

トカンパニーXl社やプライベー トカンパニーX2社名義の報告書では

2019年 9月 30日 支払分における消費税率は 8%で ある。

198,797,004円

(184,071,300円 十税 )

196,696,904円

(182,126,763円 +税 )

53,728,920円

(49,749,000円 +税 )

51,860,088円

(48,018,600円 +税 )

49,874,454円

(46,180,050円 +税 )

NOS 仕入先

c社
仕入先

b社
X2社

j社 Xl社
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意味をなさないことから、保守運用業務を実行できる会社に同報告

書の作成を依頼することとした。

そこで、A氏は、案件 2の仕入先 i社以下の商流に加わっている

式会社 (以下「k社」という。)であれば案件 2に
係る保守運用業務を実施した旨の報告書を提出したとしても不自然

でないと考え、k社の担当者である■■■■氏 (以下「k社担当者」

という。)に対し、本件架空項目に係る保守運用業務を実施した旨

の報告書の作成を依頼した。k社担当者はこれを受諾し、k社は、本

件架空項 目の うち 及び「■■■
に係る発注を仕入先 b社から受け、

k社の子会社である 式会社 (以下 「1

社」とい う。)を介 して j社に発注することとした (なお、k社担

当者は、1社を介 した理由について、k社から j社に直接発注をする

ことができなかったためであると説明している。)。

こうして、A氏の差配により、本件架空項 目に関し、仕入先 b社
からk社に対 して 73,325,700円 (2020年 3月 5日 付け注文書)、 k

社から 1社に対 して 65,836,000円 (同年 4月 1日 付け購買発注記

録)、 1社から j社に対 して 62,519,000円 (同月 3日 付け発注書)

の発注がなされることとなった。

なお、このとき、本件架空項 目の名称そのままに仕入先 b社から

k社に発注 しようとすると、既に仕入先 b社からプライベー トカン

パニーX2社及び j社に発注 し支払済みの二項 目 (

及 び )につき仕入先 b

社から k社に発注できず、k社において本件架空項 目の全てに係る

保守運用業務を実施 した旨の報告書を作成することができなくなる

状況にあつた。そのため、仕入先 b社から k社に対する発注におい

ては名 目を

という 1つの項目にまとめ、k社の中でそれを本件架空項目の四項

目に分解して管理するという細工が行われた。そのため、仕入先 b

社から k社への発注名 目は

であるが、k社から 1社への発注名 目は本件架空

項目の四項目であり、1社から j社への発注名目も同じく本件架空

項目の四項目となっている。

(ウ )さ らに、A氏は、j社経営者に姑し、1社から発注された本件架空

項 目を、二項 目ずつに分け、プライベー トカンパニーX2社に

27,059,130円 、プライベー トカンパニーXl社に 33,331,830円 を発

注するよう指示し、j社経営者はそのとおり封応した。

(工)こ のようにして、A氏が仕入先 b社からプライベー トカンパニー

X2社及びプライベー トカンパニーXl社につながる商流を整え、2020

年 6月 30日 、仕入先 b社からk社、1社、j社を経て両プライベー

トカンパニーに合計 66,430,056円 (合計 60,390,960円 十消費税分
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Ю)を流入させた。
(オ)なお、k社担当者は、案件 2の仕入先 i社以下の商流において受

注した保守運用業務に係る実施報告の一覧表 (

」 と題する表)の末尾に、本件架空項 目の四項 目を

追記 して提出した。

【図表 3:商流図③ (仕入先b社からX2社及びXl社まで (2020年 6月 30日 支
払分))】

(3) ′Jヽ括

以上のとおり、案件 2におけるNOSと 仕入先 c社との間の本件架空項
目に係る取引は、A氏によって主導された架空取引であり、当該取引に
よってNOSか ら仕入先 c社に支払われた 198,797,004円 (184,071,300円
十消費税分)の全額について、A氏の欺岡的行為により NOSから流出し

た資金と認められる。そして、NOSか ら流出した当該資金 198,797,004円

(消費税分込み)の うち、A氏のプライベー トカンパニーであるX2社及
び Xl社に流入した金額は合計 170,033,430円 (消費税分込み)であり、
残りの28,763,574円は本件架空項目に係る取引の商流に加わった各社に

102020年 6月 30日 支払分における消費税率は 10%で ある。

仕入先

b社
k社 1社

j社 X2社

Xl社

72,419,600円

(65,836,000円 +税 )

80,658,270円

(73,325,700円 +税 )

68,770,300円

(62,519,000円 十税 )

29,765,043円

(27,259,130円 +税 )

36,665,013円

(33,331,830円 +税 )
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おいて収受されている。

なお、NOSから流出した 184,071,300円 の会計上の処理について付言

すると、当該費用を原価計上することは許 されず、A氏のプライベー ト

カンパニーに流入 した金員についてはその全てを A氏 (又はそのプライ

ベー トカンパニー)に対する貸付金 として計上するとともに、一部仕入

先 c社等商流の途中に位置する会社に収受 された分については支払手数

料 として計上することが考えられる。

4 A氏の欺岡的行為によりNOSから流出した資金の使途について

位)プライベー トカンパニーXl社及びプライベー トカンパニーX2社に流入

した資金

ア A氏の欺岡的行為により NOSから流出した資金の うち、プライベー

トカンパニーXl社に流入 したものは、案件 1に関して 21,060,000円

(ただし、2018年 12月 28日 支払分 8,100,000円 、2019年 4月 26日

支払分 12,960,000円 の合計額)、 案件 2に関して 86,539,467円 (た

だし、2019年 9月 30日 支払分 49,874,454円 、2020年 6月 30日 支払

分 36,665,013円 の合計額)の合計 107,599,467円 である。

これらの資釣よ全く|■■銀行置堰    〒罠教ギー トカンパニーXl社名義の普通琴
「本件 Xl社 口座」とい う。)に入金された。

本件 Xl社 口座の、口座開設 日である 2018年 8月 7日 から、当委員

会が入手 した同口座の通帳の最終記帳 日である 2020年 10月 26日 まで

の間の入金額合計、出金額合計及び同 日時点の残高は次のとお りであ

る。

入金額合計 :113,595,253円 (NOSか らの不正流入分 107,599,467円

その他仕入先 b社からの入金分 2,675,600円 を含む。

また、後記の本件 X2社 口座からの入金分 29,500,000

円を除く。)

出金額合計 :119,778,125円

残 尚 : 円

イ 同じくA氏の欺岡的行為によりNOSか ら流出した資金のうち、プラ

イベー トカンパニーX2社に流入したものは、案件 2に関する合計

83,493,963円 (ただし、2019年 9月 30日 支払分 53,728,920円、2020

年 6月 30日 支払分 29,765,043円 の合計額)である。

これらの鈎よ気
“

銀行■支
隆琴留圭密徴ベー トカンパニーX2社名義の普運

下 「本件 X2社 口座」とい う。)に入金 された。

本件 X2社口座の、口座開設 日である 2019年 3月 15日 から、当委員

会が入手した同口座の通帳の最終記帳 日である 2020年 10月 20日 まで

の間の入金額合計、出金額合計及び同 日時点の残高は次のとお りであ
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る

入金額合計 :85,182,150円 (NOSか らの不正流入分 83,493,963円 を

含む。 )

出金額合計 :27,548,446円 (本件 Xl社 口座への送金分 29,500,000

円を除く。 )

残   高 円

12)本件 Xl社 口座及び本件 X2社 口座からの出金の内容

ア 本件 Xl社 口座の 2018年 8月 7日 か ら 2020年 10月 20日 までの主な

出金は以下の とお りであ り、主なものだけでも合計 116,991,235円 に

上 る。①筵r半ょ舟ドrと,,,!羊τttfttt乱ぞ蒲亀臥F
合計 10,393,815円

② 沖縄県所在の不動産購入費用 (4件 +登記費用)

合計75,874,290円

③ 法人税等

合計30,723,130円

これらの本件 Xl社口座から費消された資金の使途について、A氏は、
NOSの業務のために費消したものは一切なく、全て、A氏のプライベー

トロ的の費消か、A氏のプライベー トカンパニーであるXl社のための

費消であることを認めており、いずれも A氏の個人的な費消と評価で

きる。
イ また、本件 X2社 口座の 2019年 3月 15日 から2020年 10月 20日 ま

での主な出金は以下の とお りであ り、主なものだけで も合計
26,436,060円 イこ上る。①
舟LI」 常第乙呼娩 力~ドH｀ A氏名義、下4

2020年 9月 14日 分)

合計4,680,670円

② クレジットカ
下4桁■D

― ド引落 (    カー ド     、A氏名義、

(2019年 7月 9日 ～2020年 8月 29日 分 )

合計 232,013円

③ 法人税等

合計21,637,077円

これらの本件 X2社口座から費消された資金の使途についても、A氏
は、NOSの業務のために費消したものは一切なく、全て、A氏のプライ
ベー トロ的の費消か、A氏のプライベー トカンパニーである X2社又は
Xl社のための費消であることを認めており、いずれもA氏の個人的な

費消と評価できる。
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【図表4:本件Xl社口座及び本件X2社口座の出入金まとめ】H

(3) ′Jヽ括

以上 をま とめる と、本件 Xl社 口座及び本件 X2社 口座 には合計

198,777,403円 が入金され、A氏は合計 147,326,571円 を出金 (費消)し
た。

両国座への入金の うち、A氏の欺岡的行為により NOSか ら流出して両

口座に流入 した資金合計 191,093,430円 及びその他の仕入先 b社から入

金された資金 2,675,600円 を除いた全てが A氏の自己資金であつたとし

ても、その合計額は 5,008,373円 にとどまる。

これに対 し、両口座からの出金は、A氏 自身も全て個人的費消 (A氏 自

身又はそのプライベー トカンパニーのための費消)であると認めている

ところ、その合計額は 147,326,571円 に上 り、A氏の自己資金 と仮定 し

た 5,008,373円 及びその他の仕入先 b社からの入金 2,675,600円 を全て

Hなお、表中「仕入先 b社入金分」とある金額は、本報告書において不正流出金として認

定した資金以外の、仕入先 b社からプライベー トカンパニーXl社に入金された金銭を指

す。

入金合計 :H3,595,253円

うち

不正流入分 :107,599,467円

仕入先 b社入金分 :2,675,600円

その他   :3,320,186円

:85 182 150

うち

不正流入分 :83,493,963円

その他   :1,688,187円

合計 29,500,000円

出金合計 :■9,778,125円

うち

クレジットカー ド:10,393,815円

不動産購入   :75,874,290円
法人税等    :30,723,130円

27 548 446

うち

クレジットカー ド

法人税等

4,912,683円

21,637,077円

本件 Xl社 口座

残高

本件 X2社口座

残高 :     円

38



これに充てたとしても、139,642,598円 が不足する。

すなわち、A氏の欺岡的行為により NOSか ら流出して両口座に流入 し

た資金合計 191,093,430円 のうち少なくとも 139,642,598円 が、A氏の

個人的費消に充てられたことが認められる。

5 A氏が不正行為に及んだ動機について

(1)A氏 の弁解内容

A氏は、案件 1及び案件 2において NOSの資金を不正に流出させ、プ
ライベー トカンパニーに流入させた目的につき、案件 1に関連して発生
する可能性がある追加作業に充てる資金、及び、案件 1における5年 目
の保守更新時に発生することが見込まれる赤字に充てる資金を保留して
おく目的であった旨弁解している。

12)案件 1において見込まれていた赤字に補填する目的を排斥しがたいこ
と

ア この点、A氏が最初に NOSの資金をプライベー トカンパニーに流入
させたのは 2018年 12月 28日 であるところ、同時点では案件 1におい
て仕入先 b社が受注した案件 1取引①及び案件 1取引②に係る役務は
既にほぼ終了しており、これ以降に数千万円単位の大きな追加原価が

発生することは考えにくい状況にあつた。すなわち、案件 1及び案件
2において A氏の歎岡的行為により NOSか ら流出した資金の額合計
219,857,004円 は、案件 1において想定される追加原価に比して過大
であり、これのみが本件の資金流出の目的であるという弁解は合理性
に欠ける。

イ ー方、案件 1における 5年 目の保守更新時に発生することが見込ま
れる赤字については、NOS営業部門において改めて見積 りを精査した
ところ、少なくとも50,000,000円 以上の赤字が発生することが見込ま
れることが確認された。

すなわち、案件 1においては、当初契約における保守期間は 4年間
であるが、同契約の特記事項において 5年目の保守更新が定められて
いる。そして、5年 目の保守更新に際してエンドユーザーaか らNOSに
支払われる保守費用は、原則として、1年 目から 4年 目までの保守費
用としてエンドユーザーaに対し報告した金額 (     円)の 4

分の 1(1年分)を上限とすることと決められていた。
この点、A氏は、メーカーにおいて機器とセット販売されている保

守サービスを「機器」として NOSシステムに登録した上で、エンドユ
ーザーaに対しても、当該保守サービス分の費用を保守費用ではなく
機器費用に含めて報告した。しかし、機器とセット販売されている保
守サービスは、その全てが4年 目で保守契約の期間が切れるため、5年
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目の銀守更新に際しては新たにイ果守契約を締結し直す必要が生じ、そ

の分の保守費用が追加発生することになるものであり、そのため、5

年目にNOSに おいて発生する保守に係る原価は、当初エンドユーザーa

に報告した保守費用に含まれるものだけでなく、機器とセット販売さ

れていた保守サービスの契約更新分が加わることになり、必然的に、
エンドユーザーaから 5年 目に支払を受けられる費用を上回ることが

見込まれる状況になったものである12。

ウ このように、案件 1の 5年 目の保守更新において50,000,000円以上

の赤字が発生することが見込まれることが確認されたことからすると、

当該赤字を補填するための資金を要していたという A氏の弁解を全て

排斥することは難しいと言わざるを得ない。

なお、A氏のプライベー トカンパニーに保留した資金を 5年 目の保

守更新費用に充てようとする場合、NOSが■■■や       と

の契約を変更又は解除した上で、同社が A氏のプライベー トカンパニ

ー又は第二者と同様の契約を締結し直すといった方法をとる必要があ

り、現実的には、実現性は極めて低いといえる。この点について、A

氏は、赤字補填の具体的方法については後から考えるつもりだつた旨

弁解しており、当該弁解の合理性には大いに疑間があるものの、客観

的に当該弁解を否定する事情は見当たつていない。
工 もつとも、そうであつたとしても、案件 1及び案件 2によつて NOS

からプライベー トカンパニーに流出させた資金は、プライベー トカン

パニーヘの流出分だけ見ても 191,093,430円 に上るものであつて、当

該赤字の穴埋め分としてもやはり過大であるから、A氏の目的が当該

赤字の穴埋めのみであつたとは評価できず、次項で言及するとおり、

A氏の個人費消目的も併存していた (む しろ主に個人費消目的であっ

た)こ とが強く推認される。

俗)客観的事実関係から個人費消目的が推認できること

ア A氏 が、NOSか らプライベー トカンパニーXl社及びプラノTべ~ト カ

ンパニーX2社に流入させた資金の大半を、A氏の個人的な費消に充て

たことは、前記 4において認定 したとお りである。A氏の NOS給与は

額面で年 円前後であり、アパー ト経営による賃料収入が相

当額 あった として も、約 2年間の ク レジ ッ トカー ドの利用額 が

15,000,000円 を超えるとい うことは通常考えられず、この点だけから

も A氏が NOSか らの流入資金をあてにしていたことが強 く推認 される。

イ さらに、本件 Xl社 口座の出入金状況を見ると、最初にプライベー ト

12機器とセット販売されている保守サービスを 「機器」と登録することの当否は措いても、

仮に機器 と登録 したのであれば 5年 目の保守更新時の赤字発生を抑える対策を取ること

が、営業担当に通常求められる対応であるところ、A氏がそのような対策を取った痕跡

は見当たらなかつた。
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カンパニーXl社に資金を流入 させた 2018年 12月 28日 時点において、
A氏が、当該資金が個人的な費消に充てられることを認識 していたこ

とが認められる。

すなわち、本件 Xl社口座の残高は同月 13日 時J点 で ■■■■円まで

減っていたところ、さらに、同月 18日 付けのクレジットカー ドご利用

代金明細書 (本件 Xl社 口座に紐づいた前記 ‐ のクレジットカー ド)

において、翌 2019年 1月 10日 に 433,362円 が引き落とされることが

通知 されていたことか ら、同日までに何 らかの入金がなされなければ

クレジッ トカー ドの引き落 としができない状況にあつた。 しか し、A

氏は、自己資金を本件 Xl社 口座に入金せず、2018年 12月 28日 に仕

入先 b社から 8,100,000円 が入金 されたことでようや くクレジットカ
ー ドの引落 しに対応できる状況になった。

このことから、A氏が、遅 くとも同日の時点では、NOSか らプライベ

ー トカンパニーXl社に流入する資金が A氏の個人的費消に充てられる

ことを認識 していたことが優に認められる。

ウ そ して、A氏がそれ以降も本件 Xl社 口座に自己資金を入金せず、前

記 ‐ のクレジットカー ドの引落 し (合計 10,393,815円 )のほぼ全

てを NOSか ら流出した資金によつて支払 う状況を続け、さらに自己資

金を何 ら充てずに、NOSか ら流入 させた資金から合計 75,874,290円 で

不動産を購入 したとい う事実からすると、NOSか ら本件 Xl社 口座に流

入 させた資金及びその後に本件 X2社口座に流入 させた資金について、

自己の個人的な費消に充てる意識が明確にあつたことは十分推認でき

るものと考える。

但)小括

以上のとお り、A氏が本件の資金流出を実行 した 目的については、案

件 1における 5年 目の保守更新費用に充てる目的であった旨の A氏の弁

解を全て排斥することは難 しいとしても、計画当初はともかく、少なく

とも 2018年 12月 28日 に初めてプライベー トカンパニーXl社に資金を

流入 させた時点では、その主たる目的は A氏の個人的費消に充てること

を認識 し、それを前提に A氏が個人的費消を続けていたことが認められ

るものと考える。

6 案件 1における複合取引内の原価付替について

A氏は、案件 1において、入札条件とされた受注額における「機器」、
「保守運用」及び 「導入役務」の金額比率 (賃貸借外 (機器 リース及び保
守運用)につき受注額全体の ■%、 導入

纂箱 墓冒ど粕L晶夕年,賃貸借外 (機器 リース及び保守運用)

に合わせるために、役務費用とすべき原価を機器費用又は保守費用に付け
替えたり、保守費用とすべき原価を機器費用に付け替えたりした旨供述し
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ている。

この点、当委員会では、各取引先が当初提出した見積 りを全て確認する

ことができなかつたため、当委員会 として、本来あるべき機器費用、保守

費用及び役務費用の額を認定することはできなかつた。

しかし、少なくとも、          式会社 との間の取引で、NOS

のシステム上保守 として登録 された 418,000,000円 の発注の うち、 「
IIIIIII

の 121,200,000円 分については、同社の見積書

の形式及び A氏の説明から、同項 目は実際には         という役

務に該当する発注であつて、保守ではなく役務として登録されるべきもの

(役務から保守に原価の付替えがなされたもの)であることが判明した。

その結果、本来は役務取引の原価として2019年 3月 期に計上すべきであっ

た          式会社に対する支払額 121,200,000円が、2019年

1月 以降の 48か月にわたつて分割して計上されており、原価の計上時期が

誤つていることが確認された。

第3 乙事案

1 調査結果の概要

当委員会は、乙事案について調査を行った結果、エン ドユーザーfをエ

ン ドユーザーとする案件 3において、 リース会社である売上先 d社に保留

されていた 「リスク費」の うち 14,269,400円 が当該案件以外の費用に充て

るために売上先 d社から払い戻 され、そこから NOSの利益分を控除 した

13,132,500円 が仕入先又は外注先に支払われたことを認定 した。

2 乙事案の内容

(1)前提事実

ア NOSは、一般競争入札 (総合評価落札方式)の手続における落札者

となつた

の間で、

上で、2015年 1月 日、エン ドユーザーf及び売上先 d社 と

こよるシステムを構築することなどを内容と

する三者間契約
を締結 した。

その際、当時、公共事業案件を扱う部署であつた東日本第 1事業本

部第 10営業部営業第 1チー

出
以下「案件担当者」

であった    氏

ムにおいて当該案件を

という。)及びその上

(以下「F氏」という

担当していた

。)は、将来発生 し

エン ドユーザーfか得る追加の費用に備える目的で13、 下表のとおり、

[R実際にも、案件 3に係る「調達仕様書」には、
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ら売上先 d社 に対す る発 注額 (契 約額 ) 円の うち
72,579,388円 を「リスク費」として売上先 d社に保留するスキームを
採用した。

【図表 5:乙事案のスキーム概要】

エンドユーザーf

発注額 :■ 百万円 ＼

　

／NOS

初期受注額 :787百 万円

売上先 d社

売上 (受注額 )

:¶喜写日
:787百 万 円原価 (発注額 )

リスク費 72百万円

なお、当該スキームは、F氏が業務管理部の担当者及び当該案件に
リース会社として関与していた売上先 d ttИ とも相談する過程におい
て、同社からの提案を受け、採用されたものである。

また、当時、案件担当者がまだ入社 3年 目であつたこともあり、ス

キームの検討等の要所に係る実務は、事実上、F氏が担当していた。
イ 当該スキームにおいては、NOSと 売上先 d社の間で、追加費用が発
生した場合には、売上先 d社が NOSに対して追加発注をする形で、保
留された「リスク費」を上限として支払 (払出し)が される旨が合意
されていた15。

ただし、案件の終了時に余つた「リスク費」の取扱いについては明
確に合意されておらず、撤去に係る作業費に含めて NOSに払い出され

とい う入札の時点では確定しきれな
い拡張性要件が明記されていたため、同案件の収支を赤字としないためには、これらの

追加の費用に備える必要があった。
14なお、案件 3に売上先 d社が関与するに至った経緯は必ず しも明らかでないが、他のリ

ース会社 と比べてリース料率が低かつたためと思われ、それ以上に、F氏や案件担当者
と同社の個人的な繋がりは認められなかった。

152015年 3月 19日 付け 去費、リスク費用のお支払に
ついて (依頼)」 。なお、当該書面は、部長である や法務・CSR部の確認を

て、NOSの代表者印を押印した上で、売上先 d社に差し入れられている。経
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るのか、売上先 d社の利益 となるのかは必ず しも明らかではなかつた
16

12)原価付替

ア F氏及び案件担当者並びに同人 らの異動により 2016年 4月 から乙事

案を引き継いだ C氏及び第 10営業部営業第 1チームに所属 していた■

■■■氏は、2015年から 2019年までの間に、売上先 d社から、下表

のとお り合計 66,279,500円 について払出しを受け、これを原資として

仕入先や外注先に紺する支払を行つた。

なお、■■■■氏は、C氏の指示に基づいて、売上先 d社との連絡

に係る作業を担当していたものである。

16む しろ、売上先 d社の認識 としては、そもそも当該スキームにおける 「リスク費」は

「預 り金」ではないため、後記のとお り案件 3の終了時に余つていた 「リスク費」

6,299,888円 についても、NOSに払い出すあ要はなく、売上先 d社の利益となる旨の説明

がされている。また、現時点で、 「リスク費」の残 6,299,888円 が NOSに払い出された

事実はない。

44



【図表61:売上先d社からの「リスク費」払出し一覧表】

*「株式会社J及び 「合同会社Jと の表記については省略している。

番号 日付 件名 支払先
*

内訳 金額 (円 )

0 開女台H寺′煮 72,579,388

1 2015/4/13 -2,890,000

2 2015/6/18 2,300,000

3 2015/7/6 -1,350,000

4 2015/8/19 -1,763,200

5 2015/9/9 1,335,000

6 2015/9/25 -1,270,000

7 2015/9/25 -1,169,000

8 2015/9/28 -4,376,000

9 2015/10/7 -1,664,000

10 2016/1/15 -3 498 000

11 2016/1/28
-2 684 000

-4,904,000

2 220 000

12 2016/8/3
-3 150 000

-3,166,500
-16 500

13 2017/6/2
-39.100

-137,500
^9R 400

14 2017/7/3 仕入先破社 -2,230,000

15 2017/8/4 -197,750

16 2017/8/30 -193,700

17 2017/10/6 仕八先m社 -553,400

18 2017/10/12 -152,700

19 2017/10/30 331,600

20 2017/12/15
-17 000

-175,000
-158,000

21 2018/1/11
-2,109,000

-2,262,300
-153,300

22 2018/3/5 -142,500

23 2018/7/17 -1,500,000

24 2018/7/30 -400,000

25 2018/8/6 -150,000

26 2013/9/27 -332,650

27 2018/10/15 -419,000

28 2018/10/15 -302,000

29 2018/11/7 -565,300

30 2018/12/1 -3,370,000

31 2018/12/14 -87,400

32 2019/1/11 -3,160,000

33 2019/1/11 -7,432,000

34 2019/3/4
催入先m社 -1 馬F,0 (〕 00 -1,790,200

―夕R∩  20∩

35 2019/3/25

仕入先e社 -500 13o0

-1,127,800―P7 ROC

-600 00G

36 2019/3/25

仕入先e社 -6_026 00G

7,081,000-105 00C

-50 00C

37 2019/3/27 仕入先mイ土 -2,500,00C

合 計 66,279,500

アt額 6,299,888

網かけ部分合計 -14,269,40C
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イ しかしながら、上記払出しのうち網かけ部分 (いずれも C氏が実質

的な担当である。)については、案件 3の費用ではなく他の案件の費

用に充てるために売上先 d社から払い出されたものであり、そこから

NOSの利益分を控除 した合計 13,132,500円 が下表のとお り仕入先又は

外注先である株式会             (以 下 「仕入先 m社」

とい う。)又は仕入先 e社に対 して支払われていた。

なお、以下で詳述するとお り、上記の原価付替に際 し、C氏は、仕

入先 m社及び仕入先 e社の担当者に対 し、案件 3に係る費用ではない

にもかかわらず、同案件に係る機器又は役務 として見積書などを作成

するよう依頼をしている。

【図表 62:他案件への付替分 (図表 61の網かけ部分抽出。金額は原価
ベース。)】

番 号 日付* 実際の発注内容 内訳 (円 ) 金額 (円 )

14

2017/9/29 エンドユーザーは乙事案と同一であるものの、別案

件 (                )の 提案支

援業務に従事するエンジニアの外注費に充てられ

た。

704,000

2,112,0002017/10/31 704,000

2017/11/30 704,000

17 2017/11/30 同上 525,500

34 2019/4/30
別案件の提案支援業務に従事するエンジエアの外注

費に充てられた。
1,475,000

35 2019/4/26

第 1チームに常駐する外注先のエンジニアが使用す

るモニター及びケーブル並びに別の案件に納品する
ハー ドウェアの保守パックの購入費に充てられた。

450,000

36 2019/4/26

別案件の提案支援業務に従事するエンジニアの外注

費並びにノフトウェアのライセンス及びその配布・

導入パッケージの購入費に充てられた。

2,580,000

6,580,000

4,000,000

37 2019/4/30
別案件の提案支援業務に従事するエンジニアの外注

費に充てられた。
1,990,000

合計 13,132,500

*NOSか ら仕入先 m社又は仕入先 e社に対して支払つた日付

ウ 案件 3以外に使用することを目的として売上先 d社から入金された

金額の処理については、上記のとおり、NOS内 において、原価付替の

姑象として売上先 d社から受け取っていた金額を売上計上している。

しかしながら、これらは、別案件に付替えるために受注したもので

あり、案件 3で新たに受注したものではないため、売上を取り消し、

入金の性質によつて、雑収入又は仮受金へ振替処理することが考えら
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れる。検討対象 となる金額は、14,269,400円 (網かけ部分の合計)で
ある。

また、NOSが案件 3以外の案件に使用 されるために支出した金額の

処理については、原価付替の対象 として外注先へ支払つた金額は、案

件 3の売上原価 として処理されているが、これも案件 3のために使用
した売上原価の性質ではないため、支出内容に応 じて振替処理を行 う
ことが考えられる。検討の対象 となる金額は、13,132,500円 である。

俗)個別の原価付替に係る経緯

各原価付替が実行 された経緯は、以下のとお りである。

ア 14番の原価付替について

仕入先 m社の担当者である    氏 (以下 「仕入先 m社担当者 G

氏」 とい う。)は、C氏 に紺 し、2017年 5月 30日 、 SE

※週 4日
―ルに添付 して送付

した。

なお、同メールの本文には 「提案に関わる追加費用を算出しました
のでお見積書を送付致 します。」 として、既に落札済みである案件 3

ではなく、落札前の提案支援業務の見積 りであることが読み取れる記

載が見受けられた。

これに対 し、C氏は、同年 6月 20日 、案件 3に係る見積書 として形

式を整えるために、仕入先 m社担当者 G氏に対 し、上記費用について

の各項 目を以下のとお り変更 した上で、再度、見積書を作成するよう

メールにて依頼をした。

上記の経緯を経て、同月 28日 、仕入先 m社担当者 G氏によって、C

氏からの依頼に沿つた変更後の見積書が作成 され、NOSよ り仕入先 m社
に対 してこれに基づいた発注及び支払が行われた。

イ 17番の原価付替について

仕入先 m社担当者 G氏は、C氏 に姑 し、2017年 9月 8日 、

提案追加作業」として、「時間単位 :¥|■■×30h× 2名

霧新
｀
凸Hず総 聰鉢

2

件  名

設計変更業務
内  訳

実施内容 との 打ち合わせ及び QA対応

との打ち合わせ及び QA対応

との打ち合わせ及び QA対応

う     への影響調査上記システムの変更に伴
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ヶ月 ―
」との内容の見積書をメールに添付 して送付 した。

なお、同メールの本文には 「PS 無事受注の際には、構築期間はま

たご検討頂けると幸いです。」として、既に落札済みである案件 3で
はなく、落札前の提案支援業務の見積 りであることが読み取れる記載

が見受けられた。

これに対 し、C氏は、同月 15日 、案件 3に係る見積書として形式を

整えるために、仕入先 m社担当者 G氏に対 し、上記費用についての件

名を以下のとお り変更 した上で、再度、見積書を作成するようメール

にて依頼をした。

上記の経緯を経て、同日、仕入先 m社担当者 G氏によつて、C氏か

らの依頼に沿つた変更後の見積書が作成 され、NOSよ り仕入先 m社に

対 してこれに基づいた発注及び支払が行われた
r。

ウ 34番の原価付替について

第 1チームに所属する■■■■氏 (以下 「H氏」とい う。)は、仕

入先 m社担当者 G氏に対 し、2019年 2月 25日 、複数件の見積 り (提

案支援業務に関するものを含む。)に関する一連のメールのやり取り
への返答 として、 「ご連絡頂きました件について、 よりお

支払いいた しますので、御見積 を宛先そのままで頂けますで しょう

か。」と返信 し、案件 3に係る見積書 として形式を整えた上で、再度、

見積書を作成するよう依頼 した。

なお、上記や りとりは、もともと、H氏が仕入先 m社担当者 G氏 と

連絡をしていたところ、外注費が足 りないとの相談を受けて、案件 3

の担当者である C氏の関与の下で進められたものである。

上記の経緯を経て、同日、仕入先 m社担当者 G氏によつて、H氏か

らの依頼に沿つた変更後の見積書が作成 され、NOSよ り仕入先 m社に

対 してこれに基づいた発注及び支払が行われた
用
。

35番の原価付替について

C氏は、仕入先 e社の担当者である■■■氏 (以下 「仕入先 e社担

当者 I氏」 とい う。)に対 し、2019年 3月 15日 、第 1チームに常駐

する外注先のエンジニアが使用するモニター5台 (仕入先 m社の仕入

エ

17

案件に係る見積書に変更した際に見積金額が 525,500円 となり、当初の見積 りとの間で

500円 の差額が生じている。その理由は明らかでないが、単純な誤記の可能性がある。
隠 同 日の仕入先 m社担当者 G氏 からのメールでは、当初、 「¥■■■ I× 2ヶ 月分 =

¥|■■■×0・ 5人月分 =¥|■■■ 合計 :¥|■■■■」との見積 りが示さ

その日のうちに、人月単位の金額の計算間違えを理由として、元の金額の

2/3に相当する     円の見積書が仕入先 m社により作成されている。
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値 :210,000円 )及びケーブル 5本 (同仕入値 :7,500円 )についての

見積 りを依頼す る一連 の メール のや り取 りの 中で、 「原価合計
¥450,000,一 ほど見込めそうですので、

用 として 1式で見積をお願いいたします。」と返信
し、案件 3に係 る役務 として見積書を作成するよう依頼 した。
上記の経緯を経て、同月 18日 、仕入先 e社担当者 I氏 の指示を受け

た仕入先 e社の担当者によって、C氏からの依頼に沿った内容の見積

書が作成 され、これに基づいた発注及び支払が行われた。

また、C氏は、仕入先 e社担当者 I氏に対 し、2019年 4月 1日 、メ
ールで、 (上記 450,000円 の残額を原資として)添付の見積 りに係る
ハー ドウェアの保守パ ック (同仕入値 :165,600円 )を株式会社■■

■■に発注するよう依頼し、その納品を受けた。

オ 36番の原価付替について

C氏は、仕入先 e社担当者 I氏 に対 し、2019年 3月 5日 、提案支援

業務に従事するエンジニアの外注費について、 「 ―*6=

夕消―で見積をお願いいたします。上記

去作業費用として作成お願いいたします。」とのメールを送信し、案
件 3に係る役務として見積書を作成するよう依頼した。

上記の経緯を経て、同月 6日 、仕入先 e社担当者 I氏の指示を受け
た仕入先 e社の担当者によって、C氏からの依頼に沿つた内容の見積
書が作成 された。

また、C氏は、上記メールにおいて

として別途 ¥4,000,000,一 見積お願いいたします。内容につ

いては別途相談 させてください。」 とした上で、同日、仕入先 e社担

当者 I氏に対 し、 「昨 日お送 りしたメールの ¥4,000,000,一 の中で以

下を発注 してもらうことは可能で しょうか。おそ らく ¥2,000,000,一
しないと思います。」とのメールを送信 し、案件 3に係るものとして

作成 された見積書を利用 して、ノフ トウェアのライセンス及びその配

布・導入パ ッケージを購入するよう依頼 した。

上記の経緯を経て、同月 20日 、仕入先 e社担当者 I氏 の指示を受け

た仕入先 e社の担当者によって、C氏からの依頼に沿つた内容の見積

書が作成 され、NOSよ り仕入先 e社に対 してこれに基づいた発注及び

支払が行われた。

力 37番の原価付替について

仕入先 m社担当者 G氏は、C氏 に対 し、2019年 3月 12日 、提案支援

業務に従事するエンジエアの外注費についての見積書をメールに添付

して送付 した。

これに対 し、C氏 は、同月 20日 、案件 3に係 る見積書 として形式を

整えるために、仕入先 m社担当者 G氏に対 し、上記費用についての件

名を以下のとお り変更 した上で、再度、見積書を作成するようメール
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にて依頼をした。

上記の経緯を経て、同月 22日 、仕入先 m社担当者 G氏によつて、C

氏からの依頼に沿つた変更後の見積書が作成され、NOSよ り仕入先m社

に対してこれに基づいた発注及び支払が行われた。

3 背景事情

当委員会は、上記の原価付替が行われた背景事情として、以下の事実を

認定した。

但)リ ース会社に「リスク費」を保留した事情

ア 公共事業案件の特殊性

前記第 1・ 5(4)ウ ②でも詳述 したとお り、公共事業案件においては

入札時点では仕様の細部が定まつてお らず、受注後に追加原価が発生

しやすい傾向にある。

一方で、追加原価が発生 したとしても、エン ドユーザーの予算が決

まっているためにその請求をすることができず、NOSの負担 となるこ

とが多かった。

イ 追加原価申請の評価及び負荷

案件を受注した後に発生した追加の機器や役務を NOSが無償で供与

する、すなわち、NOSが負担する際のルールとしては、事後的に担当

者が追加原価の申請を行い、社内でその承認を経る手続がある。

しかしながら、NOS内 においては、追加原価申請を行つた担当者に

対し、「見積時に見落としただけなのではないか」という見方で圧力

をかけられ、場合によつては上長から叱責されることもあり、「追加

原価申請自体が『悪』である」との評価が少なからず存在した。

また、追加原価申請は、その金額によつて本部長又は経営委員会D

の決裁が必要となるため20、 上記評価と相まって、担当者には大きな

負担となつていた。

ウ 「予備費」の取扱いに関する社内ルールの不十分性

上記の「事後的」な追加原価申請の負荷が大きい上、NOSの社内に

おいては、これまで、あらかじめ追加の費用に対応するために社内に

19社
長を委員長とし、社内取締役及び委員長 (社長)が任命 した者により構成される。

202016年 7月 25日 以降は、 「
‐ 円以上 ■■■円未満」で本部長の決裁、「

■■■円以

上」で経営委員会の決裁が必要とされていた。

に伴 う作業件  名
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「予備費」を設定することに関する明確なルールが存在しなかった。
なお、運用上、NOSによる見積 りの段階で「

■■■■」という製品
コー ド (製品 ID)を 立てて、追加原価が発生する都度、当該項目から

支出するという処理も行われている。
しかしながら、当該運用においても、同項目は撤去費などの追加の

「役務」の提供のみを想定しており、追加の「機器」を購入すること

は認められていなかったため、上記公共事業案件における追加原価の

発生に広く対応できる運用とはなっていなかった。

工 小括

以上のとお り、公共事業案件において発生 しやすい追加原価に対応

する必要があつたこと (前記ア)、 一方で、担当者にとっては事後的

な追加原価申請を利用 しやすい環境になかったこと (前記イ)、 また、

あらかじめ 「予備費」を設定することについての NOS内のルールの整

備が十分ではなかったこと (前記 ウ)、 とい う事情が相まって、社外

のリース会社に 「リスク費」を保留する手法が採用 されるに至ったと

考えられる。

12)保留した「リスク費」が当該案件の費用以外に充てられてしまった事

情

ア 提案支援業務に係る外注費の不足
NOSにおいては、2013年 3月 期の決算において、技術派遣等を含む

外注費が当初の計画よりも増加し、結果として営業利益が大幅に未達
となつたという経緯に伴って、同年 5月 以降、外注費の支払はそれま

でと比べて著しく抑制された。

特に、案件を落札する前の提案業務については、本来的に NOSの従
業員が自ら行うべき業務であり、外注すべき業務ではないという考え

方も存在した。
一方で、公共事業木安件を担当する部署においては、恒常的に人手が

不足しており、提案支援業務を含めて、外注せざるを得ない常況にあ
った別

。

そのため、特に、提案支援業務に従事するエンジエアの外注費に充
てるための原資を必要としていた。

イ 他の手続の流用可能性

売上先 d社に保留した「リスク費」から当該案件を受注した後に発
生した追加の機器や役務の費用を支出する場合、社内手続としては、
追加原価申請と比較すると相紺的に決裁のハー ドルが低く、粗利率や

21さ らに、管理職以上の従業員においては、優秀な外部のエンジニアを繋ぎとめるために、
外注の継続の必要があることを認識していたとも思われる。
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22変遷が多いため詳細は省略するが、例えば、2017年 当時は所定の粗利率を満たし、かつ、

曇隔宅智
ミ
票彊T賢罹査理系             手守と行決鎮ネ電テ写桜響琵

ていた。
23プライベー トカンパニー調査の結果、不見当であつた。

見積金額によつてはマネージャーや部・室長の決裁で足 りる
22新

規の

見積 り。取引承認の手続が流用可能な状態であった。

ウ 小括

以上のとお り、外注費の必要性 (前記ア)と 、他の手続の流用可能

性 (前記イ)と い う事情が相まつて、売上先 d社に保留 された 「リス

ク費」が案件 3以外の案件の費用に支出されて しまったと考えられる。

4 個人的な着服の嫌疑

当委員会は、上記原価付替を通 じて C氏個人が不正に利益を得ていない

かについても調査を行った。 しか しながら、以下のとお り同氏が不正に利

益を得た事実は認められなかった。

(1)エ ンジニアの外注費

NOSが仕入先 m社又は仕入先 e社に紺 して支払つた外注費 (図表 6-2の

項番 14、 17、 34、 36及び 37の原価付替に係るもの)については、同社

らの利益 となってお り、これを原資 として、C氏又は C氏のプライベー

トカンパニー23に
対する支払が行われた事実は認められなかつた。

(2)モニター

NOSが仕入先 e社から仕入れたモニター5台 (図表 併2の項番 35の原

価付替に係るもの)については、現在、NOSの天王洲オフィスに保管さ

れていることが確認 されてお り、C氏が個人的に使用 し又は転売 した事

実は認められなかつた。

13)ハー ドウェアの保守パ ック

NOSが仕入先 e社から仕入れたハー ドウェアの保守パック (図表併2の

項番 35の原価付替に係るもの)については、別案件に係る納品として、

に出荷されており、C氏が個人的に使用し又は転売した

事実は認められなかつた。

に, ソフトウェアのライセンス及びその配布・導入パッケージ等
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ノフ トウェアのライセンス (図表 6-2の項番 36の原価付替に係 るも
の)については、2019年 4月 2日 、C氏が第 1チームのエンジニアに紺

し、ライセンスを入手 したので評価のために利用 してほしい旨を連絡 し

てお り、その他に個人的に使用 し又は転売 した事実は認められなかった。
また、仕入先 e社の仕入れ との差額 200万円超については、同社への

ヒア リングや C氏の預金 口座の確認によっても、同氏が不正に利益を得

た事実は認められなかった。

第4 甲事案の類似案件

1 調査結果の概要

本調査の結果、甲事案の類似案件 として、後記 2及び 3の案件の存在が

認められた。

2 仕入先 m社との取引を利用 した原価付替

但)調査結果の概要

当委員会は、2015年から2016年にかけて、第 6営業部営業第 1チー
ム であった F氏の関与の下、継続的に複数の案件
の業務委託を行っていた仕入先 m社に封し、仕入先 m社に対する追加費
用の支払に備えて、2回、個別の案件の名目で発注をし、「プール金」
として、合計 10,033,200円 (消費税込み)を仕入先 m社にあらかじめ支
払つていたと認め、これらの「プール金」が充当された仕入先 m社の追
加業務が当該個別案件以外のものを含んでいることを認定した。

似)仕入先 m社 とNOSの関係

仕入先 m社は、主として NOSと の業務委託契約に従って、NOSに対し
て役務提供を行っている。

仕入先 m社にとって NOSは大口取引先であり、仕入先 m社の担当者で

ある仕入先 m社担当者 G氏は、NOSの公共事業案件を扱う部署以外の部
署を含む多数の担当者との付き合いがある。仕入先 m社担当者 G氏は、
公共事業案件を扱う部署では、主として F氏、C氏 らと付き合いがあっ

た。

なお、NOSと 仕入先 m社の年間の取引については、年間数千万円から

最大で 1億 2000万円程度であった。

13)NOSの 指示に基づく見積書の作成等
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NOSと 仕入先 m社の間の委託取引については、基本的には、仕入先 m社

より見積書を NOSに提出し、それに紺 して NOSが 注文書を仕入先 m社に

送付することで、個別取引が成立 していた。それ らの中には、NOSの担

当者から仕入先 m社の仕入先 m社担当者 G氏への働きかけにより、実際

の作業を行ったものと異なる件名で見積書が作成 されたケースも認めら

れる。

NOSは、かかる見積書に従い、実際に作業が必要なものと異なる件名

により発注することにより、費用に余裕がある案件から人件費を捻出で

きない案件の費用を支払つていたものと認められる。 もつとも、NOSが

仕入先 m社に対 して行つていた発注については、後記 (4)で述べる追加費

用の支払のためにあらか じめ支払つていた部分を除くと、いずれも具体

的な仕入先 m社の作業に見合った発注・支払であり、いわゆる具体的な

作業を想定 しない架空の発注等の存在は認められなかつた。

また、仕入先 m社と NOSの公共事業案件を扱 う部署以外の部署 との取

引においては、当委員会が調べる限 り、原価付替を疑わせる事実は認め

られなかった。

14)資金のプール

当委員会の調査の結果、NOSの当時の担当者であった F氏において、

仕入先 m社に対する追加費用の支払に備えて、個別の案件の名 目で以下

の発注をし、 「プール金」として一定の金額を仕入先 m社にあらかじめ

支払つていることが認められた。当時、仕入先 m社の従業員 らは、NOSか

ら仕入先 m社が委託を受けていた複数の個別案件に従事 してお り、 「プ

ール金」は、これ らの従業員の超過作業の支払に充当された。

これらの NOSの仕入先 m社に対する支払を、仕入先 m社が複数の NOS

の案件に従事していた従業員に対する残業代等に充当していたとしても、

残業等の内訳が明確にならない以上、どの案件に対する原価付替に該当

するかは明らかではない。発注した件目に係る案件

件等)の作業も一部行われている

可能性があることから、いくらが原価付替に相当すると判断することも

難 しい。この′点、2015年 7月 31日 に支払つた 「プール金」7,873,200円

の うち、少なくとも 2016年 3月 期末において仕入先 m社に残つていたと

認められる 5,650,301円 については、原価の計上時期が誤つていると考

えられる。

仕入 日 支払 日 金額

(消費税込み)

注文書の支払名 目

2015/6/3 2015/7/31 7,873,200円

2016/3/3 2016/4/28 2,160,000円
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なお、F氏が「プール金」を利用して不正に利益を得た事実は確認で
きなかった。

3 仕入先 n社との取引を利用 した原価付替

(1)調査結果の概要

当委員会は、NOS第一営業部営業第 3チーム (以下「第 3チーム」と
ヤヽう。 )

‐ ) であっ
(ただし、2020年 1月 1日 からイま

(以下 「J氏」という。)が、遅くとも
2018年以降、仕入先である株

(以下 「仕入先 n社」とい う。)と の間の架空取引又は水増 し取引を利

用 して、NOSの資金を仕入先 n社に不正に流出させ、異なる案件の原価
への付替えがなされたことを認定 した。

12)NOSと 仕入先 n社の関係

NOSは、2016年頃から、仕入先 n社との間で、継続的に、仕入先 n社
が仕入先 として NOSに対 し機器及び役務を提供する敗引を行つている。

13)「プール金」作出の経緯等

2017年 4月 から第 3チームの (ただ し 2020年 1月 1日

か ら を務めていた」氏は、2017年頃から、ある

案件 (A案件)で追加作業等が生じ、追加原価が発生することとなった

場合に、かかる追加作業の費用等を別案件 (B案件)の資金から支払う
ために、仕入先 n社との間の架空取引又は水増し取引を利用した原価付
替を行うようになった。

具体的には、」氏は、仕入先 n社に対し、A案件の追加作業に相当する
金額の架空発注又は水増し発注を B案件において行い、それによつて仕
入先 n社に流出した資金を使つて、同時に、A案件において発生した追
加作業の発注を仕入先 n社から仕入先に行つてもらうという方法の原価
付替を行っていた。なお、この段階では、原価付替は、実際に A案件の

追加作業が必要となった段階で、仕入先 n社に封しB案件についての架
空発注又は水増し発注を行い、B案件の原価に付け替えるという方法に
より実施されており、重要な原価計上の時期のずれが生じた事実は認め
られなかった。
その後、」氏は、2018年頃から、追加作業の発生による原価付替の必

要性が具体的に生じていなかつたとしても、将来追加作業等が生じた場
合に備えて事前に仕入先 n社に余剰資金を「プール金」として保留して
おこうと考え、案件で余った資金を利益計上せずに、仕入先 n社に対し
て架空発注又は水増し発注を行い仕入先 n社に当該資金を「プール金」
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として保留するようになった。なお、プール金を保留するための NOSの

仕入先 n社に対する架空発注又は水増 し発注は、2020年 3月 頃まで実施

されていたが、2020年 3月 報告書に係 る調査が開始 されたことを受け、

その後は実施 されなかった。

14)「プール金」の管理運用実態

前記のとおり、」氏が事前に仕入先 n社に「プール金」を保留するよ

うになってからは、当該 「プール金」の残額等を管理する必要が生じた。

そこで、」氏は、仕入先 n社に追加作業等のための資金を「プール金」

として保留するようになつた2018年頃から、第 3チームに所属していた

営業支援の■■■氏 (以下「K氏」という。)に対し、仕入先 n社にお

ける「プール金」の入出金履歴を、年度 (本 (4)及び後記 (5)イこおいて、

4月 1日 から翌年 3月 31日 までを指す。)ご とに表で管理するように指

示し (以下、この表を「本件管理表」という。別紙第 4・ 3(4)の 1及び

別紙第 4・ 3(4)の 224)、 K氏が作成した本件管理表を、第 3チーム内の

共有フォルダ上に保管させるなどしていた。そして、」氏は、仕入先n社

に対する架空発注又は水増し発注を利用した原価付替を行う際には、自

ら又は第 3チームの担当者を介して、内容を K氏に報告し、K氏が本件

管理表を適切に更新できるようにした。そのため、本件管理表には、

2018年 4月 頃から2019年 12月 頃までの仕入先n社における「プール金」

の出入金が全て記録されている。

本件管理表には、表左側に仕入先 n社に「プール金」を保留するため

に仕入先 n社になされた架空発注又は水増し発注に係る情報が記載され、

表右側に「プール金」を使用した案件及び 「プール金」の残金に係る情

報が記載されている。

また、本件管理表は、仕入先 n社にも共有されており、同管理表を用

いて仕入先 n社内においても「プール金」の入出金履歴が管理されてい

た。

本件管理表によれば、2018年度に「プール金」を仕入先 n社に保留す

るためにNOSから仕入先 n社に流出した金額は合計 38,123,000円で、こ

の全額が同一案件の別取引又は別案件の追加費用等
251こ使用された。ま

た、2019年度に「プール金」を仕入先 n社に保留するためにNOSか ら仕

入先 n社に流出した金額は 63,070,000円 で、うち47,363,300円 が同一

24後
記のとおり、本件管理表は仕入先 n社担当者とも共有されていた。当委員会は、K氏

及び仕入先 n社担当者のそれぞれから本件管理表の提出を受けたが、K氏から受領 した

管理表は 2020年 1月 以降の 「プール金」の使途に係る記載がなく、仕入先 n社担当者か

ら受領 した管理表の方がより正確な内容であることが確認された。そのため、本報告書

では仕入先 n社担当者から提出を受けた本件管理表を添付 し、同管理表に基づき「プー

ル金」の金額等を算出した。
25仕入先 n社が収受 した手数料を含む。

56



案件 の別 取 引又 は別案件 の追加 費用等
261こ

使 用 され てお り、 うち
15,706,700円 が 「プール金」残額 として現在 も仕入先 n社内に残存 して
いるものと認められる。当該 「プール金」残額は、会計上は 「プール金」

作出のための仕入時において 2019年度の売上原価 として計上されている
が、その取扱い (返金可能性等)については、今後 NOSと 仕入先 n社に

おいて協議 されることとなっている。
このように、」氏が、仕入先 n社に保留 した 「プール金」を同一案件

の別取引又は別案件の追加費用等に充てる方法による原価付替を行った

結果、2019年度の 「プール金」残額 15,706,700円 に加えて、2018年度
に計上された原価のうち最大で 7,410,000円 、2019年度に計上された原

価の うち最大で 13,079,300円 について、原価の計上時期が誤つている可

能性
27が

確認 された。

2018年度 20194岳爆筆
「プール金」流出 38,123,000円 63,070,000円
「プール金」使用

うち、

計上時期誤 りあり又は不明

38,123,000円

7,410,000円

47,363,300円

13,079,300円
「プール金」残額 0円 15,706,700円

なお、」氏が「プール金」を利用して不正に利益を得た事実は確認で
きなかった。

第5 乙事案の類似案件

1 調査結果の概要

当委員会は、乙事案の類似案件として、

下「エンドユーザーo」 と
いう。)をエンドユーザーとする

機器の借入、保守等案件 (以 下「案件 4」 とい

う。)において、NOSが技術支援作業 として受注 した 15,336,820円 28を
売

上先 d社に保留 し、その うち 12,569,105円 が、案件 4ではなく、他の案件
に支払われたことを認定 した

29。

26仕
入先 n社が収受した手数料を含む。

27本
件管理表に記載のすべての 「プール金」の使途の うち、原価の計上時期の適切性を確

認できなかったものも含めている。
28そ の実質は、将来発生し得る追加の費用に備えるための 「リスク費」である。
29当

委員会による調査において、乙事案以外のリース会社に 「リスク費Jを保留するスキ
―ムが利用された案件 として、
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2 案件 4の内容

位)前提事実

ア 案件 4は、エン ドユーザーoが入札の手続を実施 した機器の賃貸借

及び保守運用の提供の取引である。当該案件では、 リース会社である

売上先 d社が落札者 となつて、エン ドユーザーとなるエン ドユーザーo

との間で リース契約 (保守運用を含む。)を締結 してお り、NOSは 、

売上先 d社から機器の販売及びシステム構築等の役務の提供並びに保

守運用を受注 していた
30。

また、当該案件では、売上先 d社とエン ドユーザーo間の リース契

約が延長 されることに伴い、NOSと 売上先 d社間の保守契約について

も 1年間延長 され、NOSは売上先 d社から保守運用の延長等について

■
総額 140,336,820円 で受注 していた。

イ 具体的には、NOSは、2013年 4月 1日 、売上先 d社との間で、

に係 る機

器の販売の契約 (以下「機器販売契約」という。)及び機器販売契約

の対象物件についての保守業務委託契約 (以下「保守原契約」とい

う。)を締結した (以下、機器販売契約及び保守原契約を総称 して

「原契約」という。)。

機器販売契約は、案件 4における対象物件の売買及びシステム構築

に係る役務の提供を内容とするもので、受注総額は 525,010,460円 で

あった。また、保守原契約は、リース物件の保守業務を内容とするも

のであり、受注総額は510,439,140円であつた。

氏″れ 写ヽ評 監 竜盈 §掌茸営 啓 Fi   ttVち
は、案件 4について、技術担当として関与していた。

ドユーザーoと

に係る■■■
こついて、保守

期間 2018年 4月 1日 から2019年 3月 31日 、月額保守料金 10,000,000

円 (総額 120,000,000円 )で保守業務委託契約 (以下 「保守延長契約」

とい う。)を締結 した。

また、NOSは、保守延長契約の締結に伴い、対象物件の撤去作業を

5,000,000円 で、技術支援作業を 15,386,820円 で受注 した。

案件があることが判明したが、当該案件における「リスク費」について、不

正な原価付替が行われた事実は認められなかつた。
30り _ス会社に資金が保留されるスキームである点で乙事案と類似するものの、案件 4は、

NOS、 売上先 d社及びエンドユーザーの三社間契約となつていない点において乙事案 と異

なるスキームとなつている。

ウ また、NOSは、2018年 3月 22日 、売上先 d社とエン

のリース期間延長に伴い、売上先 d社との間で案件 4
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技術支援作業は、設定変更や問合せ汁応等、保守期間中にエンドユ

ーザーからの要請に応じて行う作業であり、当該作業におけるエンジ
エアの稼働のための費用を、作業に必要な工数の積み上げにより算出
し、受注したものである。NOSは、作業期間を 2018年 4月 1日 から
2019年 3月 31日 とし、作業代金 15,336,820円 について、作業完了後
に支払を受けるものとして売上先 d社から当該技術支援作業を受注し
た。

以上のとおり、案件 4では、保守延長に当たつて、技術支援作業を
保守契約と別に受注しており、これらの費用については、将来発生す
る作業のための費用として売上先 d社に保留されていた31。

なお、    氏 (以下「N氏」という。)が 2015年 4月 にL氏 と
同じ第 3チームに所属することになつたことから、N氏が案件 4の担
当に加わり、L氏の指導の下で保守延長に関する売上先 d社との折衝
等を行った。また、M氏は、保守延長時も技術担当として案件 4に関
与していた。

12)原価付替

ア NOSは、以下の発注先に対する総額 12,569,105円 の支払を案件 4の
技術支援作業に係る費用として計上しているが、いずれも案件 4に係
る費用ではなく、下表のとおり①別案件に従事するエンジニアの人件
費及
ザー

(以下「エンドユーザーp」 という。
とする

という。)の作業に係る費用の支払に充てられていた。

31乙
事案と異なり、保守延長時点で売上先 d社から受注しており、契約満了時に売上先 d

社からの支払が明確に予定されていた。

)をエンドユー

(以下「案件 5」
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【図表 7:他案件への付替分】

番 号 発注先 内容 支払 日 支払金額

①別案件に従事するエンジニアの外注費
1 別案件に従事す

るエンジニアの

外注費

2018年 5月

31日

1,075,574円

2018年 6月

29日

804,797円

2018年 7月

31日

1,121,235円

1の合計 3,001,605円

2 別案件に従事す

るエンジニアの

外注費

2018年 5月

31日

170,000円

2018年 6月

29 日

170,000円

2018年 7月

31日

170,000円

2の合計 510,000円

合計 3,511,605円

②案件 5に係る外注費
3 2019年 3月

29 日

480,000円

4 2019年 3月

29 日

600,000円

5 2019年 4月

26 日

1,580,000円

6 2019年 4月

26 日

3,300,000円

7 ■ 2019年 4月

26 日

3,097,500円

合計 9,057,500円

①及び②の総額 12,569,105円

イ NOSは、図表 7「①別案件に従事するエンジニアの外注費」記載の 1

及び 2の支払を行つているところ、当該エンジニアは、案件 4以外の

案件に係る作業を行っており、3,511,605円が案件 4に係る費用以外

の支払に充てられたものであると認められる。
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ウ 案件 5は、エン ドユーザーpが入札の手続を実施 し NOSが落札者 と

なった、
についての取引である。NOSは、2018年 日、案件 5に係

る契約として、エンドユーザーpと の間で契約金額 745,200,000円 、
契約期間 2019年 1月 1日 から 2022年 12月 31日 までとして、

業務に係る契約を締結 していた。

案件 5では、2018年 8月 頃から 11月 頃にかけて、作業時のトラブ
ル等の頻発によリスケジュールの遅延が生じ、最終期限までに作業を
完了させるための作業要員の追加が必要になつた。そこで、上記のト
ラブルの発生時期に案件 5を担当していた N氏、M氏及び 」氏並びに
エンドユーザーpをエンドユーザーとする案件及び案件 4の両案件に
関与し、案件 4においてN氏の指導を行つていたL氏が、2018年 11月

頃から2019年 1月 頃に、追加作業に係る費用の捻出方法について協議
を行い、これを案件 4の技術支援作業費用から捻出することとした。
NOSは、当該協議に基づき外注先に対して図表 7「②案件 5に係る外

注費」記載の 3ないし 7の支払を行っているところ、かかる支払はい

ずれも案件 5の作業費用であることから、案件 4の技術支援作業費用
が案件 4に係る費用以外の案件の支払に充てられたものであると認め
られる。

工 当該支払は、他案件のための原価であるため、本来であれば、案件
4の技術支援作業として計上されている売上原価を取り消し、付替元
での支出内容に応じて振替処理を行うことが考えられる。

3 背景事情

案件 4は、乙事案と同様リース会社に「リスク費」を保留するスキーム

であるところ、原価付替に至った背景事情としては、前記第 3・ 3(1)記載
のリース会社に「リスク費」を保留した事情と同様の事情があることが認
められる。
また、前記第 3・ 3(2)イ に記載した事情と同様に、外注費の必要性と他

の手続の流用可能性という事情を背景として、特に案件 5に係る原価付替
に関しては、前記 2(2)ウ記載の トラブルの多発という事情が相まって、売
上先 d社に保留された「リスク費」が案件 4以外の費用に支出されてしま
つたものと考えられる。

第6 調査の過程で検出された事項

当委員会が、本調査において、甲事案又は乙事案の類似案件として調査
の対象とした原価付替の類型は、①NOS等の役職員が、仕入先との間の架
空取引又は水増し取引を利用して NOS等の資金を不正に流出させ、これに
より原価付替を行う類型、②NOS等の役職員が、複合取引において原価付
替を行う類型、及び③NOS等の役職員が、売上先であるリース会社に「リ
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スク費」を保留するスキームを利用して原価付替を行う類型である。

しかしながら、いずれも社内調査の対象となつているか、あるいは原価

付替の金額がl菫少なものであるが、本調査を実施する過程で、NOSにおい

て、上記①ないし③の類型以外の原価付替 (例 えば、仕入先に依頼して、

ある案件の名目を別の案件の名目に付け替えるという原価付替等)の事案

が認められた (別紙第 1・ 5(3)ア の 2、 別紙第 1・ 5(3)ウ の 2、 別紙第 1・

5(3)ウ の 3、 別紙第 1・ 5(3)工 の 3及び別紙第 1・ 5(3)力 の 2参照)。

第 7 最後に

本報告書においては、本調査の結果認められた不正行為に関する原因分

析の詳細及びその帰結の記載はない。それゆえ、再発防止策の提言につい

ても記載がない。その意味で、不十分な調査結果に係 る調査報告書である

との指摘を受けるかもしれない。 しかし、その批判は甘ん じて受けるとし

ても、批判は当たらないと当委員会 としては考えている。

その理由としては、当委員会の当初与えられた調査スコープと、それに

向けて限られた時間の中で最善を尽 くして調査 した結果を、ありのままに

記載するには、このような形が最善 と考えたからである。換言すれば、本

調査の過程で、案件の赤字化を回避する目的で原価付替に及んだことや、

追加原価の発生に備える目的で 「リスク費」の作出に及んだこと等につい

て、社内アンケー トを通 じて真摯な回答があり、また、ヒア リング等でも

協力的な説明を受け、これを通 じて件外案件 として幾つかの事象を発見で

きたが、結果 として NOSの損益に重要な影響はなかつたことについて、当

委員会の調査関与メンバーの認識が一致 したからである。

もつとも、本報告書における内容 としては、上記の帰結だ としても、

NOSにおける課題が尽きたとはいえない。すなわち、NOSは、2012年、2013

年、2019年 と三度にわたつて大きな不祥事件が発覚 し、都度、調査委員会

を立ち上げて調査を尽 くした。にもかかわらず、今般、四度 目といえる不

祥事が発覚 した事実は重い。

それゆえ、当委員会としては、①ガバナンスの在り方 (2019年設置調査

委員会による調査において、資金横領問題や原価付替に係る原因究明等を

十分に検討していない理由や背景等も含む32。
)、 ②内部統制や統制環境

の在 り方33、
③内部監査の在 り方、さらには、④企業文化に係る改革への

指針に触れないまま調査を終えることは躊躇われる。また、NOSに とつて

も、これら事項について真摯に検討を尽くすことが、すべてのステークホ

32例えば、2020年 3月 付調査報告 において、46,900,000円 の

原価付替があったことが指摘されているが、指摘のみにとどまり、その原因究明等を十

分検討 しているかは判然としないこと等を挙げることができる。
33仮に NOSにおいて原価付替が横行 しているとすれば、そのような状況は、財務諸表に重

要な影響を及ぼすようなものではないとしても、さらなる不正の機会を与えるとも指摘

でき、健全な企業経営の観点からは、許される予備費の設定、原価の取扱い等について、

NOSにおいて改めて、真貪1かつ真摯に検討することが不可欠である。
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ルダーヘの説明責任 との関係でも求められよう。

したがつて、当委員会としては、2021年 3月 までには、少なくとも上記

①ないし③についての原因分析等を含む調査結果を纏め、再発防止策の不
足部分につき提言したい34。

以上

34当
委員会としては、NOSが 2020年 3月 付調査報告書に基づく再発防止策を履践中である

ことに照らし、①ないし③についての原因分析の結果に鑑みた不足となる再発防止策の

提言を行いたい。
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